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1.1 研究の背景 
 
 日本では古くから建築物の構造材として木材を利用してきた。現在においても、地域に
よる差はあるものの、全国に建てられている住宅の約 60%は木材を構造材とする建物であ
り、また年間に新築される木造住宅は約 40 万戸ある。 
 日本で初めて木造住宅の耐震設計が規定されたのは、建築基準法が施行された 1950 年で
ある。内容は、現在でも木造住宅の耐震設計の中心となっている必要壁量や壁倍率を規定
したものであった。その後は、1978 年の宮城県沖地震で多数の木造被害が生じたことを受
けて 1981 年の建築基準法施行令の改正において壁倍率や必要壁量の見直しが行われ、さら
に 2000 年の基準法施行令の改正では、1995 年の兵庫県南部地震での甚大な倒壊被害を教訓
として、耐力壁の配置ルールや接合部のディテールなどが規定された。 
 上述の 1995 年の兵庫県南部地震では、構造物全般に極めて大きな被害が生じた。中でも
木造住宅の倒壊被害は甚大で、10 万棟を超える建物が全壊し、また倒壊した建物により圧
死した死者数は全死者数の 80%にも相当する約 5,000 名であった。これらの倒壊した木造住
宅の多くは 1981 年以前に建築された建物であった。 
 冒頭に述べたように、全国の住宅の約 60%は木造であるが、その半数以上にあたる約 1,500 
万戸が 1981 年の新耐震設計規準の施行以前に建築されたいわゆる既存不適格住宅であり、
耐震性が低い。今後予想される大地震における被害低減のためには、既存木造住宅の耐震
補強を進めることが最優先事項の一つである。これら多数の既存不適格住宅の耐震補強を
促進するため、1995 年には「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が制定され、また 2004
年には、内閣府が「住宅における地震被害軽減に関する指針」1）を発表しているが、その後
も耐震改修は一向に進まず、2004 年の新潟県中越地震、2005 年の福岡県西方沖地震、2007 
年の能登半島地震、2007 年の新潟県中越沖地震において多数の戸建住宅の倒壊被害が発生
している。耐震改修が進まない原因は、コストの問題、改修中および改修後の居住性の問
題、地震に対する防災意識の問題などが挙げられるが、こうした問題を解決するためには、
建築構造の立場から、木造住宅の構造特性、材料特性に適した耐震構法を開発することが
重要である。 
 木造住宅の耐震性能の向上を目的とした研究は、1995 年以降増加している。特に近年で
は、建物の剛性、耐力を増加させるだけでなく、建物内に制振部材（ダンパ）を設置し建
物の減衰性能を高めることで地震応答の低減を図るパッシブ制振構造の適用も検討されて
いる。一般に、木質構造の力学特性はスリップ特性が強く、履歴によるエネルギー吸収量
は小さいため、特に粘性系のダンパにより荷重変形履歴の原点付近での抵抗力を増加させ、
エネルギー吸収能力を向上させることは力学的に合理的な方法である。 
さらに、パッシブ制振構造については、近年では適用対象とする建物の材料特性や構造
特性に適するように性能のスマート化を図ったダンパが開発されている。一般的にパッシ
ブダンパは、外部からのエネルギー供給やコンピュータによる制御を一切必要としないた
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め耐震性に対する信頼性が高く、今後も建物への適用は増加すると考えられる。特にパッ
シブオイルダンパは、油圧回路や油圧弁の詳細を調整することで比較的容易に任意の力学
特性が得られるため、スマート化を図るには適したダンパである。こうした背景を踏まえ、
本研究において提案・開発する「圧効きオイルダンパ」の利用促進は重要である。 
 スマート化したパッシブダンパを設置した建物の地震応答特性を把握する場合や構造設
計を行う場合には、ダンパの力学特性を正確に模擬した力学モデルを用いて検討を行うこ
とが極めて重要になる。ただし、スマート化を図ったダンパは一般的には力学的に非線形
な特性を有するため、スマート化したダンパを普及させるためには提案する構造システム
の力学性能を正しく表現できる力学モデルも合わせて示す必要がある。 
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1.2 既往の研究の概要 
 
1.2.1 木造住宅を対象としたパッシブ制振構造に関する研究 
 
 木造住宅を適用対象としたパッシブ制振構造に関する研究については、国内外で様々な
取り組みがなされている。国内では、1995 年に発生した兵庫県南部地震において、1981 年
の新耐震設計法の施行以前に建設された木造住宅に極めて甚大な倒壊被害が生じて以降、
既存木造住宅の耐震補強への適用も考慮した制振構造の研究および技術開発が行われてい
る。国外では、カナダやアメリカ、イタリアなど、建築構造材料として木材を用いる国に
おいて、1990 年代から研究が始まっており、特に 1994 年のノースリッジ地震で軽量の木造
建物に大きな被害が生じて以来、研究の数が増加している。なお、日本の木造住宅の構造
形式が主に軸組工法であるのに対して、西洋ではツーバイフォー工法であるため、提案さ
れている制振構造のディテールは異なるものの、エネルギー吸収能力の比較的小さい木質
構造に、エネルギーを効率的に吸収するパッシブダンパを組み込むことで、建物全体のエ
ネルギー吸収能力を高めるという概念は共通である。木造住宅用のパッシブ制振構造に関
する研究は、使用しているパッシブダンパの種類と、軸組内へのダンパの設置方法とによ
って、これまでに表 1-1 に示すような論文報告がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
既往の研究では、ダンパとして粘弾性ダンパを用いたものが最も多い。Dinehart et al（1999）
2）は、合板を張ったツーバイフォー軸組の内部に、方杖型や筋かい型にダンパを設置するシ
ステムや、合板と軸組材との相対的な変形に追従して変形するようにダンパを設置するシ
ステムを提案し、その効果を実験的に検証している。岩佐ら（1999）3）は、一般的に木造軸
表 1-1 木造住宅用のパッシブ制振構造に関する既往の研究論文 
粘性系 粘弾性系 鋼材系 摩擦系
方杖型 曽田・赤名（2004） Dinehart et al（1999）大木ら（2004） - Filiatrault（1990）
層間型 松野ら（1999）Dutil and Symans（2004） - - -
シアリンク型 - 笠井ら（2005）坂田ら（2005）
笠井ら（2005）
坂田ら（2005） 笠井ら（2005）
筋かい型 Symans et al（2002） Dinehart et al（1999）佐藤ら（2005） Higgins（2001） 水野・山田（2009）
仕口パネル型 - 岩佐・樫原（1999） - -
面材型 -
Dinehart et al（1999）
近藤・塚越（2002）
田邊ら（2006）
- -
設置形式
ダンパの種類
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組構造の柱梁接合部が剛接合でないことに着目し、柱梁仕口部に一辺 300mm 程度の 2 枚の
鋼板の間に弾性体を挟み込んだ粘弾性ダンパを設置することで、建物に一定の剛性と減衰
を与えることを提案している。近藤・塚越（2002）4）は、複数枚の薄い鋼板の間に粘弾性体
を挿入したパネルを面材として取り付けることで、剛性の増加と減衰の付与を期待するシ
ステムを提案している。大木ら（2004）5）は、大径の鋼管の内側と小径の鋼管の外側との間
に粘弾性体を挿入した方杖型のダンパを提案している。坂田ら（2005）6）は、門型フレーム
を構成する 2 本のそれぞれの柱に対して片持ち形式で合板を取り付け、層間の変形に応じ
て生じる 2 枚の合板の鉛直方向の相対変形を利用するように粘弾性ダンパを設置するシス
テムを提案している。また、笠井ら（2005）7）は、坂田らのシステムの施工性の向上を目的
として、合板の代わりに K 型ブレースを用いる方法を提案している。なお、坂田らは同じ
システムで鋼材系のダンパを用いる方法を、笠井らは鋼材系のダンパおよび摩擦系のダン
パを用いる方法も提案している。田邊ら（2006）8）9）は、合板や石膏ボード等の面材を釘打
ちした軸組に層間変位が生じる際に、面材と柱材とに相対的な変形が生じることに着目し、
面材と柱材の間にテープ状の粘弾性体を挿入する工法を提案している。 
 鋼材ダンパや摩擦ダンパといった履歴系のダンパを使用するシステムについても研究さ
れている。Filiatrault（1990）10）は、仕口部に摩擦ダンパを組み込むことで木造のピンチン
グ現象を低減することを提案し、解析的にその有効性を示している。水野・山田（2009）11）
は、鋼材同士あるいは鋼材とアルミ材との摩擦を利用したダンパを筋かいとして設置した
軸組の性能を実験により検討している。Higgins（2001）12）は、筋かい型に鋼材系のダンパ
を設置する工法を提案しているが、筋かい材がダンパの抵抗力によって座屈することを防
止するため、ダンパが圧縮される場合には抵抗力を発揮しない機構を設けている。 
 粘性系のダンパを用いたシステムとしては、松野ら（1999）13）は、リリーフ機構を備え
たオイルダンパを層間に設置することで、地震時の変位応答と加速度応答を低減できるこ
とを実験的に確認している。Symans et al（2002）14）と Dutil and Symans（2004）15）は、抵
抗力が速度に依存する線形の粘性流体ダンパを層間あるいは筋かい型に設置した場合、速
度応答が大きくなる荷重変形履歴の原点付近で抵抗力が増加するため、原点付近でピンチ
ング現象の生じる木造に対しては極めて有効であることを解析的、実験的に検証している。
曽田ら（2004）16）は、木質構造のようにダンパと構造材との接合に釘やビスを用いる場合、
その接合部は引張力に対して十分な強度、剛性を確保することが困難であることを考慮し、
ダンパが主に圧縮される時にのみ高い抵抗力を発揮する圧効きのオイルダンパを開発して
いる。 
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1.2.2 パッシブダンパのスマート化に関する研究 
 
 建築物の制振構造は、①アクチュエータなどにより建物に直接的に制御力を与えるアク
ティブ制振構造、②可変粘性減衰ダンパや磁気粘性流体ダンパなど、少ないエネルギー供
給により特性を変化させられるダンパを用いるセミアクティブ制振構造、③外部からのエ
ネルギー供給やコンピュータ制御を一切必要としないパッシブ制振構造に大別される。地
震などの稀に発生する強い外乱に対する応答低減を目的とする場合には、信頼性の観点か
ら、外部からのエネルギー供給やコンピュータによる制御を必要としないパッシブ制振構
造を適用している事例が多いが、近年では、適用対象となる建物の材料特性や構造特性に
適した性能を付加し、性能のスマート化を図ったパッシブダンパの開発も行われてきてい
る。 
例えば曽田ら 17）は、摩擦ダンパの第 2、第 4 象限の抵抗力をゼロにした復帰型摩擦ダン
パを提案し、復帰型摩擦ダンパを設置した建物では、一般の摩擦ダンパを設置した場合と
同程度の最大応答変形制御効果を得つつも、地震終了後に残留変形が生じないことを示し
ている。高橋ら 18）は、オイルダンパをブレース型に設置する場合に、取付け用のブレース
材の必要断面積を小さくすることを目的として、引張に対してのみ抵抗力を発揮するオイ
ルダンパを開発している。栗野ら 19）20）は、Maxwell 型のオイルダンパの履歴吸収エネルギ
ーを最大化することを目的として、オイルダンパの内部油圧の変動に基づいて制御弁の開
閉状態を切り替えるダンパを開発している。大村ら 21）22）は、既存の超高層建物をパッシブ
ダンパにより制振補強するにあたって、最大変形付近でダンパの抵抗力を意図的に低下さ
せる機構を組み込んだオイルダンパを使用することで、既存の躯体や基礎の補強を軽減す
る構法を提案している。 
免震構造建物の免震層に用いるダンパについても様々なスマート化を図ったオイルダン
パが提案されている。例えば、奥田ら 23）や田部井ら 24）、飯田ら 25）26）は、強風時や小地震
時にはダンパの減衰係数を小さくし、大地震時には擁壁等に衝突することを防止するため
に減衰係数を大きくする機構を組み込んだオイルダンパを提案している。 
 上記のように、スマート化を図ったパッシブダンパの多くがオイルダンパに付加的に機
構を組み込んだものであるのは、オイルダンパの場合、オリフィス部の油圧弁や油圧回路
の詳細を調整することで比較的容易に任意の力学特性を設計できるためである。 
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1.3 研究の目的 
 
 本研究では、既存および新築の木造住宅の耐震性能を向上させるためのパッシブ制振構
造として圧効きオイルダンパを用いた構造システムを提案し、主に木造住宅を対象に実用
化に向けてその有効性を実大実験により明らかにすること、また提案する構造システムの
力学特性を正確に模擬できる力学モデルを構築することを目的として、以下の手順に従っ
て検討を進める。 
 
(1) 初めに、木質構造に適するパッシブダンパとして、ダンパが圧縮される時にのみ高い
抵抗力を発揮するようにスマート化した「圧効きオイルダンパ」を製作し、動的載荷
実験によりその力学特性を確認する。また、ダンパを木造軸組部材に取り付けるため
の金具を製作し、金具と軸組との接合部に対して載荷実験を行うことで、金具および
金具と軸組との接合部が、ダンパの抵抗力に対して十分な耐力、剛性を有することを
確認する。（第 2 章） 
 
(2) 提案する制振構造を実用化するには、実大の構造物を用いた実験的な検証が必要であ
る。よって、次に、ダンパを設置した実大木造軸組の動的加振実験を実施し、軸組内
でのダンパの挙動およびダンパを設置することによる応答低減効果を確認する。（第 3
章） 
 
(3) 今後、圧効きオイルダンパを備えた木質構造物の設計を行うためには、ダンパの力学
性能を正確に模擬できる力学モデルが必要である。また、ダンパを軸組に設置する場
合には、ダンパの抵抗力による軸組部材の変形までを考慮した力学モデルを用いて設
計検討を進めることが重要である。よって、最後に、ダンパを設置した木造軸組の力
学モデルの構築方法を検討する。（第 4 章） 
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1.4 論文の構成 
 
 1.1 節には研究の背景、1.2 節には既往の研究の概要、1.3 節には研究の目的、1.4 節には
本論文の構成を記す。 
 
 第 2 章では、圧効きオイルダンパの概要を述べる。2.2 節では、目標とする圧効きオイル
ダンパの力学性能と、圧効きオイルダンパの木造軸組への設置方法を示す。2.3 節では、本
研究で使用する 2 種類の圧効きオイルダンパの設計目標と仕様を示し、また正弦波による
ダンパの動的載荷実験によりダンパ単体の力学性能を確認する。2.4 節では、ダンパの取り
付け金具と軸組部材との接合部に対して静的載荷実験および動的載荷実験を行い、ダンパ
の抵抗力に対して金具接合部が十分な耐力、剛性を有することを確認する。 
 
 第 3 章では、ダンパを設置した実大木造軸組に対して実施した 2 種類の動的加振実験の
結果について述べる。3.2 節では、柱間の幅が 910mm で 1 層の平面木造軸組に対して、ダ
ンパを設置する場合と設置しない場合でそれぞれ実施した慣性力加振実験の結果について
述べる。実験結果より、ダンパを設置した場合は荷重変形履歴の原点付近での抵抗力が増
加しエネルギー吸収能力が向上することで、ダンパを設置しない場合と比較して応答層間
変位を抑制できることを示す。3.3 節では、加振方向のスパンが 2745mm で 1 層の実大立体
木造軸組に対して実施した 1 方向の振動台加振実験の結果について記す。実験結果より、
観測地震動による非定常性の強い加振に対しても、軸組内に設置したダンパが想定通りに
作動し応答層間変位を低減できることを示す。 
 
 第 4 章では、ダンパの抵抗力による木造軸組部材の変形を考慮した力学モデルの構築手
法について述べる。4.2 節では、正弦波によるダンパ単体の動的載荷実験で得た実験結果と
力学モデルによる解析結果との比較を行い、ダンパの力学特性が非線形 Maxwell モデルに
より精度よく模擬できることを示す。4.3 節では、軸組の仕口部に方杖型にダンパを設置す
る場合のダンパの変形挙動を定式化し、そのモデル化を行う。4.4 節では、4.2 節で構築し
たダンパの力学モデルと 4.3 節で定式化した方杖型のダンパの変形挙動のモデルを用いて、
ダンパを設置した軸組の力学モデルの構築手法を示す。また、実験結果との比較により、
力学モデルの精度を検証した結果を述べる。4.5 節では、4 章で示した力学モデルの構築手
法を用いて 3 章の振動台加振実験の試験体の力学モデルを作成し、振動台加振実験で使用
した地震動による時刻歴応答解析を行う。解析より得られた結果と実験結果とを比較検討
することで、4 章で提案した力学モデルの構築手法の妥当性について述べる。 
 
 第 5 章には、各章で得られた結論を総括し、本研究の結論を記す。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２章 
 
圧効きオイルダンパの概要 
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2.1 はじめに 
 
 本章では、圧効きオイルダンパの概要を述べる。2.2 節では、ダンパの開発背景、ダンパ
の設計目標とする力学特性、各種の木造軸組へのダンパの設置の基本形について述べる。 
本研究では、建物を耐震補強する際に目的に即した性能を持つダンパを選択できること
を可能とするため、性能・仕様の異なる 2 種類の圧効きオイルダンパを製作した。2.3 節で
は、初めに本研究で使用する 2 種類の圧効きオイルダンパの設計意図を示し、次いで正弦
波による動的載荷実験の結果からダンパの基本的な力学性能を確認する。また、2 種類のダ
ンパはそれぞれ 4 基製作し、全てのダンパについて動的載荷実験を行い、履歴吸収エネル
ギーの累積値の比較から個体間の性能のばらつきについても考察する。 
2.4 節では、ダンパの取り付け金具と軸組との接合部に対して静的載荷実験と動的載荷実
験を行い、接合部の安全性の確認を行う。静的載荷実験では、ダンパの最大抵抗力の 1.5 倍
程度の荷重をアクチュエータにより接合部に直接載荷し、接合部の終局状況までを確認す
る。動的載荷実験では、ダンパの取り付け金具にダンパを設置し、ダンパにアクチュエー
タにより正弦波変位を与えることで接合部を動的に載荷するシステムとしている。何れの
実験においても、接合部の滑り変位や軸組木材へのめり込み変位を計測し、ダンパの抵抗
力に対して接合部が十分な耐力、剛性を有することを検証する。 
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2.2 圧効きオイルダンパの開発背景 
 
 提案する構法は主に既存木造戸建住宅の耐震補強を目的とするが、新築建物にも適用可
能である事が好ましい。住宅性能表示制度が導入された今日では、戸建木造住宅の耐震等
級の向上を明確に評価できることも必要であろう。さらに木造の特性としてねじ・くぎに
よる接合が引き抜きに弱いことに対応できることと、強い地震動入力に対しても木材を破
損しないことが重要である。特に既存建物の耐震補強用とする場合には、補強費用を抑え
ること、自治体から費用の助成を受けられるよう公的な機関による認定構法となり得るこ
と、既存の開口部を確保できること、さらに DIY 化するためには使用部材のハンドリング
の良いことなどが重要である。これらの諸条件を勘案して考案した構法が圧効きオイルダ
ンパによる制振構法である。図 2-1 にダンパの設置状況を示す。柱と梁や窓台、まぐさと
の仕口接合部に小容量のダンパを金具を介してビスで取り付ける。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
柱 
土台 
金具 
圧効き 
オイルダンパ 
ビス接合 
図 2-1 木造軸組構造へのダンパの設置 
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図 2-3 には、圧効きオイルダンパに図 2-2 に示す漸増正弦波変形を与えた場合のダンパの
荷重変形履歴の模式図を示す。変位正側はピストン中立位置からダンパを圧縮する向きの
変位で、荷重正側はダンパを圧縮する向きの力である。図 2-2 中の A～M は、それぞれ図
2-3 中の A～M に対応している。図 2-3 に示すように、A→B、D→E、E→F、H→I、I→J、L→M
の変形のようにダンパが引っ張られる場合にはダンパは抵抗力をほとんど発揮せず、反対
に B→D、F→H、J→L の変形のようにダンパが圧縮される場合には高い抵抗力を発揮する。
引張抵抗力を小さくしたのは、金具を軸組材に接合しているビスの抜け出しを防ぐためで
ある。また、ダンパの過大な抵抗力による木材の破損を防止するために圧縮抵抗力は Qyで
リリーフする。図 2-4 にダンパと軸組とを接合する取り付け金具の詳細を示す。また、図
2-5 はダンパと金具を接合するダンパーピン、図 2-6 はダンパーピンの抜け出しを防ぐため
のスナップピンの詳細である。軸組材への取り付け金具の接合には、図 2-7 に示す外径
5.1mm、首下 45mm のビス 6 本を使用する。ダンパ 1 本の力学特性は非対称であるが、図
2-8 のように破線、あるいは一点鎖線で囲まれた互いに逆の動きをするダンパを 1 対として
設置することを基本とすれば、一般のオイルダンパの対称な特性と同等に設計を行うこと
ができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3 荷重変形履歴の模式図 
図 2-2 漸増正弦波の時刻歴 
A～E 区間 
B 
C 
D 
A E 
E～I 区間 
E 
F 
G 
H 
I I 
J 
K 
L 
M 
I～M 区間 
Qy Qy 
変
位
時間
A 
B 
C 
D 
E 
F 
G 
H 
I 
J 
K 
L 
M 
第 2 章 圧効きオイルダンパの概要 
13 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-4 取り付け金具の詳細図（単位：mm） 
図 2-5 ダンパ―ピンの詳細図（単位：mm） 
図 2-6 スナップピンの詳細図 
（単位：mm） 
図 2-7 ビスの詳細図 
（単位：mm） 
第 2 章 圧効きオイルダンパの概要 
14 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-8 各種木造軸組へのダンパ設置の基本形 
門型軸組への設置 壁内への設置 開口壁への設置 筋かいへの設置 
柱 
土台 
ダンパ 
面材 
まぐさ 
窓台 
筋かい 
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2.3 圧効きオイルダンパの単体力学性能の確認 
 
2.3.1 本研究で使用するダンパの概要 
 
 本研究では、性能の異なる 2 種類の圧効きオイルダンパを設計製作し、以降の検討で用
いた。以降、2 種類のダンパをそれぞれ Type_A、Type_B と称する。両ダンパとも小型化を
目的として片ロッド式とし、両端部には図 2-4 に示した金具に取り付けるためのピンを通す
φ8.5mm の穴を開けている。 
図 2-9 には、Type_A の外観図を示す。ピストン中立位置でのピン穴間の距離は 305mm、
シリンダの直径は 27mm、ピストンストロークは±30mm である。Type_A は、Type_B と比
較して減衰性能はやや低いが小型であり、建物への設置の自由度が高い。図 2-10 には、内
部詳細図を示す。Type_A は、風荷重による振動や交通振動に対しても振動低減効果を期待
する目的で、引張側に対してもビスの引抜耐力の範囲で抵抗力を発揮する機構としている
ことが特徴である。抵抗力は 15kN 程度で飽和するよう、ピストン部にリリーフ機構を設け
ている。なお、ピストンロッドの挿入によるシリンダ内の体積変化には、フリーピストン
で仕切られた空気室をアキュムレータとして使用することで対応している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-9 Type_A の外観図 
305
27
φ8.5
27
φ8.5
±30 
ピストンロッド 空気室(アキュムレータ) オリフィス 
フリーピストン 
図 2-10 Type_A の内部詳細図 
シリンダ 
（単位：mm） 
ピストン 
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 図 2-11 には、Type_B の外観図を示す。Type_B は、ピストン中立位置でのピン穴間の距
離は 350mm、シリンダの直径は 38mm、ピストンストロークは±25mm である。Type_B は、
Type_A と比較して、 
1）低速度での抵抗力を高くし、低レベルの外乱に対する振動低減効果を高くする 
2）リリーフ特性をより明確にする 
ことを設計目標とした。抵抗力は、Type_A と同様に 15kN 程度で飽和するようリリーフ機
構を設けている。なお Type_B は、軸組仕口にピストンロッドを上向きにして方杖型に設置
した際に、シリンダ内の上部に空隙が生じるようにしており、その空隙をピストンロッド
の挿入による体積変化に対応するためのアキュムレータとして利用している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
±25 
図 2-11 Type_B の外観図 
図 2-12 Type_B の内部詳細図 
ピストンロッド オリフィス シリンダ 
（単位：mm） 
ピストン 
38
350
φ8.5 φ8.5
38
（単位：mm） 
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2.3.2 正弦波によるダンパ単体の動的載荷実験 
 
a 実験の概要 
 
 ダンパの基本的な力学特性を確認するため、Type_A と Type_B をそれぞれ 4 基製作し、
すべてのダンパについて正弦波による動的載荷実験を行った。実験のシステムを図 2-13 に
示す。試験機には、30kN 級の動的アクチュエータ（カヤバ工業 HTM30-200-07）を使用し
た。ダンパは、アクチュエータの先端に設置した荷重計と反力板に、冶具を介して取付け
た。載荷中の計測項目は、ダンパのピストン変位と抵抗力である。ピストン変位の計測に
は接触式変位計 CDP-50（東京測器研究所）を用い、抵抗力の計測にはアクチュエータに内
蔵されている 30kN の荷重計を用いた。 
 図 2-14 には、アクチュエータによりダンパに与えた変形の時刻歴波形を示す。載荷振動
数は 1Hz で、振幅を 1mm、5mm、10mm、15mm、20mm、25mm とした正弦波を 1 サイク
ルずつ連続した波形である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
荷重計（30kN） 
アクチュエータ 
（カヤバ工業 HTM30-200-07） 
反力板 
変位計（50mm） 
圧効きオイルダンパ 
図 2-13 実験システム 
-30
-20
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0
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30
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振
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m
]
時間[s]
図 2-14 ダンパに与えた変形の時刻歴波形 
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b 実験結果と考察 
 
 実験により得た 4 基の Type_A の荷重変形履歴を図 2-15 に示す。ピストン変位は、ピス
トン中立位置を原点とし、ダンパを圧縮する方向を正とした。抵抗力はダンパを圧縮する
力を正としている。図より、設計目標通り圧縮時に高い抵抗力を発揮すること、最大抵抗
力が 15kN 以下であること、引張方向にも 2kN 程度の抵抗力を発揮していることを確認でき
る。図中の左肩に記した数値は、式（2-1）により計算した加振終了時までのダンパの履歴
吸収エネルギーの累積値である。式（2-1）の FD(t)はダンパの抵抗力、y(t)はピストン変位、
tl は加振終了時間である。4 基のダンパの履歴形状の差は小さく、また履歴吸収エネルギー
の累積値の変動係数は 4.5%であることより、個体間の性能のばらつきは小さいと判断でき
る。 
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図 2-15 Type_A の荷重変形履歴 
1 基目 2 基目 
3 基目 4 基目 
1563 kN・mm 1618 kN・mm 
1455 kN・mm 1463kN・mm 
   dttytFlt D 0 式（2-1） 
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 図 2-16 には、Type_B の 4 基について荷重変形履歴を示す。軸の極性は図 2-15 と同じで
ある。すべてのダンパにおいて荷重変形履歴の形状は安定している。また、ダンパのピス
トン速度と抵抗力の関係を描いた図 2-17 からも読み取れるが、設計目標通りに、Type_A と
比較して低速度から高い抵抗力を発揮していること、リリーフ特性がより明確であること
を確認できる。図中左肩に記入した数値は履歴吸収エネルギーの累積値であるが、4 基のダ
ンパの変動係数は 0.7%と小さく、性能のばらつきは極めて小さいことを確認できる。 
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図 2-16 Type_B の荷重変形履歴 
1 基目 2 基目 
3 基目 4 基目 
2006 kN・mm 1990 kN・mm 
2026 kN・mm 1996 kN・mm 
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図 2-17 には、Type_A と Type_B のピストン速度と抵抗力の関係を重ねて示す。速度が正
となる圧縮側では、50mm/s 以下の速度では Type_B の抵抗力は Type_A の抵抗力の 2 倍程度
であるが、100mm/s を超える速度ではリリーフ機構が作動することで、両ダンパの抵抗力は
15kN 程度に漸近する。速度が負となる引張側では、Type_A は 20mm/s 程度の低速度からリ
リーフ機構が作動し、約 2kN に抵抗力が漸近する。一方 Type_B は、引張側の抵抗力はほぼ
ゼロである。このような任意の速度と抵抗力の関係を実現することは、オイルダンパの場
合はピストン部に簡単な機構を組み込むことで可能である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-17 ピストン速度と抵抗力の関係の比較 
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2.4 木造軸組とダンパとの取り付け接合部の安全性の確認 
 
2.4.1 実験システム 
 
 木材と取り付け金具との接合部の力学性能を確認するため、接合部の載荷実験を行った。
載荷は、図 2-18 に示す 2 種類の実験システムにより行った。一つは、図 2-18（a）に示すよ
うに接合部を静的に直接載荷する実験で、終局耐力近くでの破壊モードを確認することを
目的とした。もう一方の実験では、ダンパによる動的荷重が作用した場合の挙動を確認す
るため、図 2-18（b）に示すように図 2-18（a）のシステムでの鋼棒をダンパに取り換え、
ダンパに正弦波変位を与えることで実験を行った。ダンパは、Type_A と Type_B を用いる
場合それぞれについて実施した。何れのシステムの場合にも、仕口に方杖型に設置された
ダンパより荷重が作用することを模擬するため、試験体は、木材の部材軸をアクチュエー
タの載荷軸に対して 45°傾斜させて反力板に固定した。試験体の材質はスギで、断面寸法は
105×105mm とした。写真 2-1 には、図 2-18（b）のシステムを示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-18 実験システム 
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写真 2-1 ダンパによる載荷実験の様子 
ダンパ
荷重計
アクチュエータ 取り付け金具 
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変位計
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2.4.2 載荷方法 
 
 鋼棒による直接載荷実験では、荷重制御による正負交番の漸増繰り返し載荷とする。図
2-19 には、試験体に与える荷重の時刻歴波形を示す。入力波形は三角波とし、加力速度は
鋼棒を圧縮する時には 0.5kN/sec、鋼棒を引っ張る時には 0.1kN/sec とする。圧縮側では、最
初のサイクルで与える最大荷重は 2kN とし、2 サイクル目以降は 1 サイクルごとに 2kN 漸
増させ、最大荷重が 24kN となるまで載荷を行う。引張側では、最初のサイクルで与える最
大荷重は 0.2kN とし、2 サイクル目以降は 1 サイクルごとに 0.2kN 漸増させ、最大荷重が
2.4kN に達するまで載荷を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ダンパを介した載荷実験では、変位制御によりダンパに正弦波変位を与え、ダンパに生
じる抵抗力によって接合部に動的な載荷を行う。図 2-20 には、アクチュエータの変位の時
刻歴波形を示す。波形は、2.3.2 項のダンパの動的載荷実験で使用した図 2-14 の波形と等し
く、加振振動数を 1Hz、振幅を 1mm、5mm、10mm、15mm、20mm、25mm とした正弦波を
1 サイクルずつ連続した波形である。 
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図 2-19 鋼棒による直接載荷実験での載荷荷重の時刻歴 
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図 2-20 ダンパによる載荷実験でのアクチュエータ変位の時刻歴 
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2.4.3 計測システム 
 
 図 2-21 には、それぞれの実験での計測器の設置位置を示す。計測項目は、アクチュエー
タの変位と荷重、取り付け金具の部材軸方向の変位と部材軸と直交方向の変位、木材の部
材軸方向の変位と部材軸と直交方向の変位とした。使用した計測器の一覧を表 2-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
番号 計測項目 使用計測器名 
① 載荷荷重 内蔵30kN荷重計 
② アクチュエータ変位 CDP-50（東京測器研究所） 
③ 取り付け金具の部材軸と直交方向の変位 CDP-50（東京測器研究所） 
④ 取り付け金具の部材軸方向の変位 CDP-50（東京測器研究所） 
⑤ 木材の部材軸と直交方向の変位 CDP-10（東京測器研究所） 
⑥ 木材の部材軸方向の変位 CDP-10（東京測器研究所） 
図 2-21 計測器の設置位置 
（a）鋼棒による直接載荷実験 
（b）ダンパによる載荷実験 
表 2-1 使用した計測器の一覧 
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2.4.4 実験結果と考察 
 
 鋼棒による直接載荷実験により得た載荷荷重と変形の関係を図 2-22 に示す。横軸には、
取り付け金具の滑り変位とめり込み変位を合成した変位として、各計測器で計測した変位
を用いて式（2-2）で計算される変位 D をプロットしている。D3～D6の値は、それぞれ③～
⑥の計測器で計測した変位である。結果より、ダンパの最大抵抗力である 15kN の荷重に対
しては接合部の変位は 0.7mm 程度と小さく、また、ダンパの最大抵抗力の 1.5 倍程度の 24kN
の荷重に対しても急激な変位の増加は見られない。写真 2-2 には、載荷終了後の取り付け金
具の様子を示す。（a）に示すように、最終的には取り付け金具の木材への若干のめり込みは
認められたが、金具やビスの破壊は生じず、接合部が想定される荷重に対して安全である
ことを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-22 鋼棒による直接載荷実験で得た荷重変形履歴 
式（2-2）    253264 DDDDD 
写真 2-2 鋼棒による直接載荷実験後の接合部の様子 
（a）取り付け金具の木材へのめり込み （b）取り付け金具の側面 
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 図 2-23 には、ダンパによる載荷実験において、ダンパとして Type_A を用いた場合の接
合部の荷重変形履歴を示す。また、図 2-24 は、Type_B を用いた場合の結果を示す。横軸は、
図 2-22 と同様に式（2-2）により計算した値である。ダンパによる動的荷重に対しても、接
合部の変形は 0.5mm 程度と小さいことを確認できる。図 2-25 には、本実験中のダンパの履
歴と 2.3.2 項のダンパ単体の動的載荷実験で得た履歴の比較を示すが、両者の差はほぼ無く、
ダンパの抵抗力に対して接合部が十分な耐力と剛性を有していると判断できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-23 Type_A による載荷実験で得た荷重変形履歴 
図 2-24 Type_B による載荷実験で得た荷重変形履歴 
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図 2-25 ダンパの荷重変形履歴の比較 
（b）Type_B の場合 
（a）Type_A の場合 
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2.5 まとめ 
 
 本章では、初めに圧効きオイルダンパの開発背景と目標性能、木造軸組への設置方法な
どを述べた。圧効きオイルダンパは、ハンドリングを良くするために片ロッド式として小
型化している。また、圧効きの特性を付与しているため軸組への取り付け金具も小型とな
り、接合に必要なビス本数も少量化出来る利点がある。 
 2.3 節に記した 2 種類の圧効きオイルダンパの正弦波による動的載荷実験では、Type_A と
Type_B の両ダンパとも、圧縮時に高い抵抗力を発揮し一定荷重でリリーフ機構が作動する
ことを確認し、設計目標通りの性能を有することを示した。また、4 基のダンパの履歴吸収
エネルギーの累積値から評価した変動係数は、Type_A で 4.5%、Type_B で 0.7%であり、木
材の材料強度のばらつきや木造耐力壁の耐力のばらつきと比較してダンパの個体間の性能
のばらつきは極めて小さいことを示した。 
 2.4 節で実施したダンパの取り付け金具と軸組木材との接合部の静的載荷実験では、ダン
パの最大抵抗力の 15kN の載荷に対しては接合部の変位は 0.7mm 程度であること、またダ
ンパの最大抵抗力の 1.5 倍程度に相当する 24kN の載荷に対しても、接合部の変位の急激な
増加は見られないことを確認した。また、ダンパによる動的載荷実験の結果からは、動的
な載荷の場合にも、静的な載荷の場合と同様の抵抗力と変形の関係を示すことを確認した。
最後に、実験で得られたダンパの荷重変形履歴と、2.3 節で実施したダンパ単体の動的載荷
実験で得た荷重変形履歴との比較からは、両者の差はほぼ無いことより、提案する接合部
がダンパの抵抗力に対して十分な強度と剛性を有していることを示した。 
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3.1 はじめに 
 
 本章では、実大の平面木造軸組と立体木造軸組に対して実施した 2 種類の動的加振実験
27）の結果について述べる。何れの動的加振実験も、2.3 節で示した Type_A のダンパを設置
する場合と設置しない場合について行ない、ダンパが木造軸組の応答特性に与える影響に
ついて検討することを目的とする。 
3.2 節では、柱間の幅が 910mm で 1 層の平面木造軸組を試験体として用い、ダンパを設
置する場合と設置しない場合について慣性力による加振実験を実施する。本実験では、ダ
ンパを設置した軸組の基本的な応答性状を把握することを目的とし、正弦波による加振と
定常ホワイトノイズによる加振を行う。実験結果からは、ダンパの有無による応答性状の
違いや仕口部に設置したダンパの挙動、軸組部材に生じる最大応力などを確認する。 
3.3 節では、加振方向のスパンが 2745mm で 1 層の実大立体木造軸組に対して、1 方向へ
の加振が可能な振動台を用いて行った振動台加振実験の結果について述べる。試験体の立
体木造軸組には耐力要素として構造用合板を張り、耐力が「住宅の品質確報の促進等に関
する法律」の定める耐震等級 1 となるように設計した。実験は、記録地震動による加振と
定常ホワイトノイズによる加振を実施し、前者では入力加速度の大きい非定常の外乱に対
する応答性状を確認し、後者では低レベルの振動時の試験体の固有振動数と減衰定数を評
価する。また、3.2 節と同様に、軸組部材に生じる応力の測定も行い、ダンパの抵抗力が周
辺部材に与える影響についても確認する。 
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3.2 平面木造軸組の慣性力加振実験 
 
3.2.1 実験概要 
 
図 3-1（a）に試験体立面を示す。全高さ 2737.5mm で、高さ 1000mm の開口の上下に厚さ
9mm の構造用合板を片面に張っている。試験体は、軸組内に圧効きオイルダンパ（Type_A）
を設置した試験体と設置しない試験体の 2 種とする。柱材と土台材はスギ、梁材とまぐさ
材および窓台材はベイマツを使用した。梁断面は 180×105mm、その他の部材はいずれも
105×105mm である。柱と横架材の接合は短ほぞ差しとし、柱と土台・梁の接合部には短期
許容引張耐力 5.9kN のプレート金物を使用し、柱と窓台・まぐさの接合部には羽子板ボルト
を使用した。接合部の詳細を図 3-1（b）に示す。構造用合板は N50 釘@150mm により軸組
部材に接合した。ダンパを設置した試験体では、梁と柱の仕口、窓台と柱の仕口、土台と
柱の仕口に 1 組ずつ合計 3 組を設置した。図 3-1（a）中に記入した通し番号は、設置した
ダンパの番号を示す。なお、簡易的に軸組部材を剛な線材と考えた場合、層間変位に対す
るダンパのピストン変位の比は幾何学的な関係より 0.068 となり、その関係を用いて
1/600rad の等価剛性に対してダンパにより付加される減衰定数を計算すると約 7%となる。
図 3-2 には加振システムの平面図を示す。アクチュエータにより土台部分に水平変位が入力
されて、リニアガイド上に載せた錘の質量に生じる慣性力によって頂部に水平力が作用す
る。錘の質量は、事前に実施した同仕様の試験体の正負交番載荷実験から試験体の壁量を
評価し、試験体の壁量が耐震等級 1 の建物の中で地震時に負担する質量として 0.86t とした。
加振システムの外観を写真 3-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 架構全体 (b) 接合部の詳細 
図 3-1 試験体の仕様詳細 
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図 3-2 加振システム 
写真 3-1 加振システムの外観 
質量（＝0.86t） 
試験体 
1000kN 級動的 
アクチュエータ 
アクチュエータ
土台
おもり
試験体
ピン接合
質量（＝0.86t） リニアガイド
1000kN 級動的 
アクチュエータ 
ストローク：±100mm 
最大速度：0.3m/s 
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3.2.2 加振方法 
 
 初めに試験体の初期固有振動数を評価するために、バンド幅 0.1～10Hz で最大振幅 3mm
の定常ホワイトノイズによる加振を行い、以降は正弦波入力による加振を行う。使用した
定常ホワイトノイズの変位の時刻歴波形を図 3-3 に示す。1 回目に入力する正弦波の振動数
は最初のホワイトノイズ加振で得た固有振動数とし、2 回目以降に入力する正弦波の振動数
は、前回の正弦波加振で得た荷重変形履歴の最大変形時の等価剛性より算出した振動数と
した。ダンパを設置した試験体と設置しない試験体について、いずれも 4 回の正弦波加振
を実施した。表 3-1 に入力した正弦波のパラメータを示す。土台に入力する正弦波の最大速
度は何れも約 0.3m/s とした。なお、加振順は、初めにダンパを設置した試験体に一連の加
振を行い、その後ダンパの取り外し、構造用合板の張り替え、金物の取り換えおよび締め
直しを行い、ダンパを設置しない試験体の加振を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
加振回数 振動数[Hz] 振幅[mm] 振動数[Hz] 振幅[mm]
1回目 2.63 16.9 2.3 19.4
2回目 1.82 24.5 1.63 27.4
3回目 1.42 31.4 1.48 30.2
4回目 0.89 50.1 1.45 30.7
ダンパなし ダンパ設置
表 3-1 入力した正弦波のパラメータ 
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図 3-3 定常ホワイトノイズの時刻歴波形 
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3.2.3 計測システム 
 
 加振中の試験体の層間変位、試験体に作用する水平抵抗力、ダンパの変形、ダンパを設
置した仕口の回転角を計測するため、図 3-4 に示すように変位計および加速度計を設置した。
表 3-2 には、使用した計測器の一覧を示す。図中の記号は、表 3-2 中に示す記号と対応する。
また、軸組部材に生じる応力とダンパの抵抗力を計測するために、図 3-5 に示すように軸組
部材およびダンパのシリンダにひずみゲージを貼付した。なお、ダンパの抵抗力は、ダン
パ単体の動的載荷実験によって事前に定量化したダンパのシリンダひずみと抵抗力の関係
から算出した（附録参照）。ダンパ③については、ダンパの温度を計測するためにシリンダ
に温度ゲージを貼付した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-4 変位計と加速度計の設置位置 
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図 3-5 ひずみゲージの貼付位置 
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CH 計測項目 記号 計測器 CH 計測項目 記号 計測器 
1 加振梁変位 disp_1 内蔵変位計 22 ダンパ変位 disp_18 DLT-20AS(共和電業) 
2 載荷荷重 load_1 内蔵荷重計 23 ダンパ変位 disp_19 CDP-50(東京測器研究所)
3 加振梁変位 disp_2 SDP-200(東京測器研究所) 24 ダンパ温度 tmp_1 TFL-8(東京測器研究所) 
4 錘変位 disp_3 DLT-300AS(共和電業) 25 柱ひずみ str_1 PL-60(東京測器研究所) 
5 上梁変位 disp_4 DLT-300AS(共和電業) 26 柱ひずみ str_2 PL-60(東京測器研究所) 
6 柱脚浮き disp_5 CDP-100(東京測器研究所) 27 まぐさひずみ str_3 PL-60(東京測器研究所) 
7 錘加速度 acc_1 ARF-20A(東京測器研究所) 28 ダンパひずみ str_4 FLA-5-11(東京測器研究所)
8 上梁加速度 acc_2 ARF-20A(東京測器研究所) 29 str_5 FLA-5-11(東京測器研究所)
9 土台加速度 acc_3 ARF-20A(東京測器研究所) 30 ダンパひずみ str_6 FLA-5-11(東京測器研究所)
10 仕口回転 disp_6 CDP-50(東京測器研究所) 31 str_7 FLA-5-11(東京測器研究所)
11 disp_7 CDP-50(東京測器研究所) 32 ダンパひずみ str_8 FLA-5-11(東京測器研究所)
12 仕口回転 disp_8 CDP-50(東京測器研究所) 33 str_9 FLA-5-11(東京測器研究所)
13 disp_9 CDP-50(東京測器研究所) 34 ダンパひずみ str_10 FLA-5-11(東京測器研究所)
14 まぐさ回転 disp_10 CDP-50(東京測器研究所) 35 str_11 FLA-5-11(東京測器研究所)
15 disp_11 CDP-50(東京測器研究所) 36 ダンパひずみ str_12 FLA-5-11(東京測器研究所)
16 窓台回転 disp_12 CDP-50(東京測器研究所) 37 str_13 FLA-5-11(東京測器研究所)
17 disp_13 CDP-50(東京測器研究所) 38 ダンパひずみ str_14 FLA-5-11(東京測器研究所)
18 ダンパ変位 disp_14 DLT-20AS(共和電業) 39 str_15 FLA-5-11(東京測器研究所)
19 ダンパ変位 disp_15 DLT-20AS(共和電業) 40 開口部変位 disp_20 DP1000C(東京測器研究所)
20 ダンパ変位 disp_16 DLT-20AS(共和電業) 41 開口部変位 disp_21 DP1000C(東京測器研究所)
21 ダンパ変位 disp_17 DLT-20AS(共和電業)   
表 3-2 使用した計測器の一覧 
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3.2.4 実験結果および考察 
 
 定常ホワイトノイズ入力に対する応答結果より、試験体の固有振動数はダンパ無しの場
合は 2.63Hz、ダンパ付きの場合は 2.3Hz であった。また、FDD 法 28)により評価した減衰定
数は、ダンパ無しの場合は 6.3%、ダンパ付きの場合は 13.3%となった。ダンパ無しの場合
とダンパ付きの場合の振動数の違いは、構造用合板の釘接合部や金物接合部の施工の差に
よるものと考えられる。 
図 3-6 は、正弦波による慣性力加振で得た壁全体の荷重変形履歴である。なお、縦軸の抵
抗力は、耐震要素が負担する質量に加速度計（acc_1）で計測した加速度の逆符号の値を乗
じることで計算した。ダンパを設置しない場合は加振の度に損傷が進行し、4 回目の加振で
は最大層間変形角が 1/15rad 程度で崩壊寸前となった。一方、ダンパを設置した試験体では
原点付近でのループの膨らみが顕著に認められ、この付加的なエネルギー吸収により 2 回
目の加振以降は、最大層間変形角はほとんど増加しなかった。これより、ダンパ設置によ
る変形の抑制効果の高いことが確認できた。各図左肩の数値は最大層間速度である。図 3-7
は、図 3-1（a）中の破線円で囲まれた所に取り付けたダンパ①の荷重変形履歴であり、左
肩の数値は、層間速度が最大となる時刻のピストン速度を示す。履歴は何れの加振におい
ても安定していることを確認できる。また、層間速度に対するピストン速度の比は、軸組
部材を剛とした場合の幾何学的な関係からは 0.068 となるが、実験結果から評価した両者の
比の平均値は 0.075 であり概ねその値に対応している。 
図 3-8 には、ダンパを設置した試験体への 4 回の加振における、軸組全体への入力エネル
ギーLE とダンパの累積吸収エネルギーDE の時刻歴を示す。LE は式（3-1）、DE は式（3-2）
により算出した。 
 
 
 
 
 
 ここで、m はリニアガイド上に載せた錘の質量で 0.86t、y(t)は層間変位、y0(t)は土台の変
位、FD(t)はダンパの抵抗力、yD(t)はダンパのピストン変位、taは加振時間である。 
何れの加振の場合にも、全入力エネルギーの 50～60%をダンパが吸収していることを確
認できる。なお、加振中のダンパの温度上昇は 0.2℃程度と極めて小さかった。 
 
 
    dttytymL atE   0 0
   dttytFD Dt DE a  0
式（3-1） 
式（3-2） 
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 図 3-8 各部の累積吸収エネルギーの時刻歴 
1 回目（19.4mm,2.3Hz） 
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0
500
1000
1500
2000
0 1 2 3 4 5 6
吸
収
エ
ネ
ル
ギ
ー
[k
N
・m
m
]
時間[s]
軸組全体への入力エネルギー
ダンパの吸収エネルギー
0
500
1000
1500
2000
0 1 2 3 4 5 6
吸
収
エ
ネ
ル
ギ
ー
[k
N
・m
m
]
時間[s]
0
500
1000
1500
2000
0 1 2 3 4 5 6
吸
収
エ
ネ
ル
ギ
ー
[k
N
・m
m
]
時間[s]
0
500
1000
1500
2000
0 1 2 3 4 5 6
吸
収
エ
ネ
ル
ギ
ー
[k
N
・m
m
]
時間[s]
第 3 章 動的加振実験による圧効きオイルダンパを設置した木造軸組の性能確認 
40 
 
 図 3-9 には、ダンパを設置した試験体への各加振中に計測した軸組部材の各部の最大ひず
みより換算した最大曲げ応力度を示す。曲げ応力度は、ひずみゲージにより計測したひず
みに材料のヤング係数を乗じることで算出した。材料のヤング係数には、木質構造設計基
準・同解説 29）に示される値としてスギで 7kN/mm2、ベイマツで 10kN/mm2を用いた。曲げ
応力度の最大値は、何れの軸組材においても 2 回目の加振で計測されており、スギ材の最
大曲げ応力度は 5.7N/mm2、ベイマツ材の最大曲げ応力度は 1.2N/mm2 であった。図 3-10 に
は、最大曲げ応力度を短期許容曲げ応力度で除した値を示す。使用したスギ材の短期許容
曲げ応力度は 14.8N/mm2、ベイマツ材の短期許容曲げ応力度は 18.8N/mm2 であるため、軸組
材に生じた曲げ応力度は短期許容曲げ応力度に対して十分に余裕があり、ダンパの抵抗力
が軸組材に対して悪い影響を与えていないことを確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-9 軸組部材の最大曲げ応力度 
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3.3 振動台加振実験による制振効果の検証 
 
3.3.1 試験体の仕様詳細 
 
試験体の外観を図 3-11 に示す。試験体は、加振方向の幅を 2745mm、加振方向と直交方
向の幅を 1830mm とした。加振方向の構面中央には、断面が 105×105mm の横架材を柱間
に設け、9×910×2730mm の構造用合板を N50 釘@150mm により打ち付けた。柱と土台・梁・
横架材との接合部仕様は図 3-1（b）に示した仕様と同じである。加振方向と直交する構面
には、45×90mm の筋かいをたすき掛けで設置した。オイルダンパを設置する場合は、加振
方向の中央構面の柱と横架材の仕口に合計 12 組 24 基のダンパを設置した。使用したダン
パは 2.3 節で示した Type_A である。試験体の最上面には厚さ 24mm の床合板を張り、鋼製
の錘を 8 枚、合計 3.79t を積載した。積載する質量は、事前に実施した壁単体の載荷実験か
らその壁量を評価し、試験体の総壁量が耐震等級 1 の建物の中で地震時に負担する質量と
して決定した。耐震要素の負担する総質量は 4.2t となった。なお、慣性力加振実験の場合
と同様に、ダンパを設置することで 1/600rad の等価剛性に対して付加される減衰定数を計
算したところ約 6%となり、慣性力加振実験の試験体と比較して設置したダンパ量は若干少
ない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-11 試験体外観図（左）とダンパ設置位置（右） （単位:mm） 
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3.3.2 加振システム 
 
 加振には、旭化成ホームズ株式会社 住宅総合技術研究所の所有する 1 方向への加振が可
能な振動台（鷺宮製作所）を用いて行った。振動台の全景を写真 3-2 に示す。表 3-3 には、
振動台の限界性能を示す。試験体は、振動台上面に設置した鋼製架台に土台をボルトによ
り接合することで振動台上に固定した。写真 3-3 には、試験体を振動台に固定した状況を示
す。なお、強い地震動による加振において試験体が大きく損傷し倒壊に至ることを防止す
るため、加振方向には加振方向と直交する土台と梁とを繋ぐように 4 本の鋼製スリングを
設置した。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
項目 性能 
最大ストローク ±400mm 
最大速度 1.5m/s 
最大加速度 2G 
最大積載荷重 10t 
振動台上面寸法 4m×4m 
写真 3-2 振動台の全景 
表 3-3 振動台の限界性能 
写真 3-3 振動台に試験体を固定した状況 
鋼製架台
動的アクチュエータ 
試験体 
鋼製スリング 
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3.3.3 使用する地震動と加振方法 
 
 入力波には、1995年兵庫県南部地震での神戸海洋気象台観測波形の南北成分を 10%、30%、
60%に規準化した波形を使用した。図 3-12 には、神戸海洋気象台観測波の原波の南北成分
の加速度時刻歴波形を示す。また、地震動による加振の前後には、バンド幅 0.1～10Hz、最
大加速度 60gal 程度の定常ホワイトノイズによる加振を行い、低レベルの振動での固有振動
数と減衰定数の評価を行った。図 3-13 には、定常ホワイトノイズの加速度の時刻歴波形を
示す。加振は、まずダンパを設置した試験体について行い、その後ダンパを設置しない試
験体の加振を行なった。全ての加振において試験体の軸組は共通とし、3.2 節で述べた慣性
力加振の場合と同様に、ダンパを設置した試験体の加振の後に、ダンパの取り外し、構造
用合板の張替えおよび各部の金物の取替え及び締め直しを行なった。表 3-4 には加振スケジ
ュールを示す。 
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図 3-12 神戸海洋気象台観測波の南北成分原波の加速度波形 
図 3-13 定常ホワイトノイズの加速度波形 
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表 3-4 加振スケジュール 
加振番号 入力波
d1 定常ホワイトノイズ（0.1-10Hz）
d2 神戸海洋気象台観測波NS成分　10%規準化波
d3 定常ホワイトノイズ（0.1-10Hz）
d4 神戸海洋気象台観測波NS成分　30%規準化波
d5 定常ホワイトノイズ（0.1-10Hz）
d6 神戸海洋気象台観測波NS成分　60%規準化波
d7 定常ホワイトノイズ（0.1-10Hz）
d8 神戸海洋気象台観測波NS成分　60%規準化波
d9 定常ホワイトノイズ（0.1-10Hz）
1 定常ホワイトノイズ（0.1-10Hz）
2 神戸海洋気象台観測波NS成分　10%規準化波
3 定常ホワイトノイズ（0.1-10Hz）
4 神戸海洋気象台観測波NS成分　30%規準化波
5 定常ホワイトノイズ（0.1-10Hz）
6 神戸海洋気象台観測波NS成分　60%規準化波
ダンパを設置した
試験体
ダンパを設置しない
試験体
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3.3.4 計測システム 
 
計測項目は、振動台の変位と加速度、試験体の層間変位と頂部の加速度、ダンパのピス
トン変位と抵抗力、ダンパの温度、軸組部材の応力である。図 3-14 には、変位計、加速度
計、ひずみゲージの設置位置を示す。表 3-5 には、使用した計測器の一覧を示す。図 3-14
中に示す disp_1、acc_1、str_1 等の記号は、表 3-5 に示す記号と対応している。層間変位を
計測するための変位計 SDP-200D は、図 3-15 に示すように地面から 60°傾けて設置し、層間
方向の変位は測定された変位を用いて幾何学的な関係より算出した。また、ダンパの抵抗
力は、3.2 節の慣性力加振実験の場合と同様に、事前に定量化したダンパのシリンダひずみ
と抵抗力の関係から算出した（附録参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 振動台面および土台の計測器設置位置 最上面の計測器設置位置 
4000
acc_3
acc_4
acc_5
acc_6 acc_7
acc_8
4000
disp_4
disp_5
acc_2
acc_1disp_1
disp_2
disp_3
図 3-14 計測器の配置図 
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図 3-14 計測器の配置図（続き） 
構面の変位計設置位置 構面のひずみゲージ設置位置 
60°
SDP-200D
床合板ゴム
ピアノ線
フックボルト
フックボルト ピアノ線
フックボルト
土台部分 梁部分 
図 3-15 層間変位を計測する変位計の設置方法 
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disp_17
disp_18
disp_19
str_1
str_2
str_3
str_4
str_5
str_6,7
str_8,9
str_10,11
str_12,13
str_14,15
str_16,17
tmp
disp_4,5
4000
振動台
4000
振動台
変位計固定台（合板） 
変位計に復元力を
与えるためのゴム 
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CH 計測項目 記号 計測器 CH 計測項目 記号 計測器 
1 振動台変位 disp_1 内蔵変位計 24 柱ひずみ str_3 PL-60(東京測器研究所)
2 土台滑り disp_2 CDP-10(東京測器研究所) 25 中間材ひずみ str_4 PL-60(東京測器研究所)
3 土台滑り disp_3 CDP-10(東京測器研究所) 26 中間材ひずみ str_5 PL-60(東京測器研究所)
4 層間変位 disp_4 SDP-200D(東京測器研究所) 27 ダンパ変位 disp_14 DLT-20AS(共和電業) 
5 層間変位 disp_5 SDP-200D(東京測器研究所) 28 ダンパ変位 disp_15 DLT-20AS(共和電業) 
6 振動台加速度 acc_1 内蔵加速度計 29 ダンパ変位 disp_16 DLT-20AS(共和電業) 
7 土台加速度 acc_2 ARF-10A(東京測器研究所) 30 ダンパ変位 disp_17 DLT-20AS(共和電業) 
8 上部加速度 acc_3 ARF-20A(東京測器研究所) 31 ダンパ変位 disp_18 DLT-20AS(共和電業) 
9 上部加速度 acc_4 ARF-20A(東京測器研究所) 32 ダンパ変位 disp_19 CDP-50(東京測器研究所)
10 上部加速度 acc_5 ARF-20A(東京測器研究所) 33 ダンパひずみ str_6 FLA-5(東京測器研究所)
11 上部加速度 acc_6 ARF-20A(東京測器研究所) 34 str_7 FLA-5(東京測器研究所)
12 上部加速度 acc_7 ARF-20A(東京測器研究所) 35 ダンパひずみ str_8 FLA-5(東京測器研究所)
13 上部加速度 acc_8 ARF-20A(東京測器研究所) 36 str_9 FLA-5(東京測器研究所)
14 柱頭回転 disp_6 CDP-50(東京測器研究所) 37 ダンパひずみ str_10 FLA-5(東京測器研究所)
15 disp_7 CDP-50(東京測器研究所) 38 str_11 FLA-5(東京測器研究所)
16 柱脚回転 disp_8 CDP-50(東京測器研究所) 39 ダンパひずみ str_12 FLA-5(東京測器研究所)
17 disp_9 CDP-50(東京測器研究所) 40 str_13 FLA-5(東京測器研究所)
18 中間材回転 disp_10 CDP-50(東京測器研究所) 41 ダンパひずみ str_14 FLA-5(東京測器研究所)
19 disp_11 CDP-50(東京測器研究所) 42 str_15 FLA-5(東京測器研究所)
20 中間材回転 disp_12 CDP-50(東京測器研究所) 43 ダンパひずみ str_16 FLA-5(東京測器研究所)
21 disp_13 CDP-50(東京測器研究所) 44 str_17 FLA-5(東京測器研究所)
22 柱ひずみ str_1 PL-60(東京測器研究所) 45 ダンパ温度 tmp TFL-8(東京測器研究所）
23 柱ひずみ str_2 PL-60(東京測器研究所) 
表 3-5 使用する計測器の一覧 
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3.3.5 実験結果および考察 
 
a 入力地震動のスペクトル特性 
 
 図 3-16 には、ダンパを設置した試験体とダンパを設置しない試験体について、神戸海洋
気象台波 10%規準化波の加振の前に実施した定常ホワイトノイズ加振で得た伝達関数を示
す。固有振動数は、ダンパを設置しない試験体で 3.25Hz、ダンパを設置した試験体で 3.44Hz
であり、ほぼ同等の値であった。図 3-17 には、神戸海洋気象台波 60%規準化波の加振にお
けるターゲットスペクトルと振動台上で計測した加速度データを用いて計算した応答スペ
クトルとの比較を示す。応答スペクトルの計算において減衰定数は 10%とした。変位応答
スペクトルは概ね一致しているが、加速度応答スペクトルでは入力波において 0.2 秒以下の
成分が目標波より大きいことが認められる。しかし、試験体の周期は初期で約 0.3 秒であり、
加振に連れて周期は徐々に伸びるので、ほぼ原波通りの加振であると考えられる。 
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図 3-16 試験体の伝達関数 
図 3-17 応答スペクトルの目標値と実測値との比較（h=0.1） 
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b ダンパを設置した試験体の応答 
 
 ダンパを設置した試験体では、神戸海洋気象台波の 10%、30%、60%規準化波を順に入力
し、60%規準化波については 2 回入力した。図 3-19 には、30%、60%規準化波の入力で得た
架構全体およびダンパの荷重変形履歴を示す。なお、10%規準化波の入力に対する結果につ
いては、応答層間変位は極めて小さかったため、ここでは検討対象としていない。ここで、
架構全体の抵抗力は、耐震要素が負担する質量に加速度計（acc_4）で計測した加速度の逆
符号の値を乗じることで計算した。また、ダンパの荷重変形履歴の縦軸は、式（2-3）によ
り略算したダンパによる頂部水平抵抗力である。ここで、FDはダンパの抵抗力、h と l は図
3-18 に示す寸法でそれぞれ 2595mm、248mm とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各図より、ダンパが原点付近で主に抵抗力を発揮することで、架構のスリップ領域での
吸収エネルギー量が増大することを確認できる。 
 
 
 
ダンパによる頂部水平抵抗力＝ DFh
l
2
図 3-18 h と l の寸法位置 
式（2-3） 
h 
l 
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図 3-19 荷重変形履歴（左：架構全体、右：ダンパ） 
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 図 3-20 には、式（3-1）、（3-2）により算出した架構全体への入力エネルギーとダンパの
吸収エネルギーの時刻歴を示す。なお、質量 m は 4.2t である。30 秒以降はエネルギーの増
減はほとんど無かったため、横軸は 30 秒まで示している。加振レベルの増加とともに、ダ
ンパによるエネルギー吸収量の全入力エネルギーに対する比率は増加し、60%規準化波の入
力では、先の慣性力加振実験の場合と同様に架構全体の吸収エネルギーの 50%～60%をダン
パが吸収していることを確認できる。なお、ダンパの温度上昇は、2 回目の 60%規準化波の
加振で最も大きかったが 0.5℃程度であり、ダンパの性能に及ぼす影響はほぼ無い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
30%規準化波 
60%規準化波（1回目） 
60%規準化波（2回目） 
図 3-20 累積吸収エネルギーの時刻歴 
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図 3-21 は、60%規準化波 1 回目の加振における層間変位に対するダンパのピストン変位
の比を、6 本のダンパについて評価した結果を示す。ダンパの設置位置は、図 3-10 右に示
す番号に対応する。設置位置により若干の差は認められるが、ダンパが複数個あるために
相殺されて平均的には幾何学的に評価される比 0.068 と概ね一致することを確認できる。こ
のことは、本実験で使用した試験体のように柱を繋ぐ横架材を柱中段に設置した場合には、
ダンパの抵抗力により生じる梁・柱の曲げ変形は比較的小さく、ダンパの効果に悪い影響
を及ぼさないことを意味する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3-22 には、加振中に計測した軸組部材の最大ひずみより換算した各部の曲げ応力度を
示す。何れの軸組材も、2 回目の 60%規準化波の加振において最大応力度が発生している。
スギ材に生じた最大曲げ応力度は 2.6 N/mm2、ベイマツ材に生じた最大曲げ応力度は 5.3 
N/mm2 であった。図 3-23 には、最大曲げ応力度を短期許容曲げ応力度で除した値を示すが、
何れも使用した木材の短期許容曲げ応力度に対しては十分に余裕があることを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-21 層間変位に対するダンパのピストン変位の比 
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図 3-23 軸組部材の最大曲げ応力度の短期許容曲げ応力度に対する比 
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c ダンパを設置しない試験体の応答 
 
 図 3-24 は、ダンパを設置しない試験体に対する神戸海洋気象台波 10%、30%、60%規準
化波の入力で得た架構の荷重変形履歴を示す。図 3-19 と比較して、何れの入力の場合も層
間変形角が増大していることを確認できる。神戸海洋気象台波 60%規準化波の結果につい
ては-1/15rad 変形した時点までの結果を示しているが、この後、倒壊防止用のワイヤが張る
まで変形が進行したため、ワイヤを設置していなければ倒壊に至ったと考えられる。図 3-25
は累積吸収エネルギーの時刻歴を示す。地震動による総入力エネルギー量はダンパ設置時
の同じ入力の場合と同等であるが、ダンパによるエネルギー吸収が無いために架構の変形
が増大している。 
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図 3-24 ダンパを設置しない試験体の荷重変形履歴 
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d 固有振動数と減衰定数の推移 
 
 図 3-26、図 3-27 は、地震動による加振の前後に実施した定常ホワイトノイズ加振で得た
加速度記録から評価した固有振動数と減衰定数の推移を示す。横軸には加振中の最大応答
層間変形角を示す。図中の記号は表 3-4 に対応する加振番号を表す。固有振動数は、試験体
最上部の応答加速度の伝達関数のピークを与える振動数とした。減衰定数は、FDD 法によ
り同定した。固有振動数は、10%規準化波の入力後はダンパを設置した試験体も設置しない
試験体もほとんど低下しないが、30%規準化波の入力後は、初期の固有振動数に対して、ダ
ンパを設置した試験体では約 40%、ダンパを設置した試験体では約 10%低下した。また、1
回目の 60%規準化波の入力後は、ダンパを設置した試験体は初期の固有振動数に対して約
70%低下したが、2 回目の 60%規準化波の入力後の低下率は小さい。減衰定数については、
ダンパの設置の有無にかかわらず損傷の進行に伴い増加する傾向があるが、その傾向はダ
ンパを設置した試験体においてより強い。図 3-28 には、式（3-1）、（3-2）により求めた d9
の加振におけるダンパの累積吸収エネルギーの時刻歴を示すが、架構全体に入力されるエ
ネルギーの 15%をダンパが吸収していることより、ダンパを設置した試験体では、ダンパ
により行われるエネルギー吸収が減衰定数の増大に寄与していると判断できる。 
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図 3-28  d9 の加振での累積吸収エネルギーの時刻歴 
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3.4 まとめ 
 
 本章では、実大の木造軸組を用いた加振実験により、圧効きオイルダンパを設置した木
造軸組の基本的な動力学特性を確認し地震動入力に対する応答低減効果を実証した。 
3.2 節で実施した平面木造軸組の慣性力加振実験の結果からは、架構の耐力が耐震等級 1
程度の場合、層間速度が約 0.6m/s となる共振加振に対しても、ダンパにより 1/600rad の等
価剛性に対して約 7%の減衰定数を付加することで、構造躯体の損傷の進行を抑制できるこ
とを示した。またその場合、軸組全体に入力される全エネルギーの 50～60%をダンパが吸
収していることを確認した。 
3.3 節で実施した立体木造軸組の振動台加振実験からは、地震動入力に対してもダンパに
よる変位応答低減効果が高いことを確認した。また、耐震等級 1 の建物に対して、1/600rad
の等価剛性に対して 6%程度の減衰定数をダンパにより付加することで、レベル 2 クラスの
地震動の連続入力に対しても、地震動による入力エネルギーの 50%程度をダンパが吸収す
ることで倒壊を免れることができ極めて有効であることを示した。また、上記 2 つの加振
実験において軸組部材に生じる応力を計測した結果、ダンパを設置した場合でも、軸組部
材の応力が短期許容応力度に対して十分に余裕があることを確認した。 
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4.1 はじめに 
 
本章では、ダンパの抵抗力による木造軸組部材の変形を考慮したせん断系の力学モデル
の構築手法を述べる。ダンパおよびダンパを設置した架構の動力学特性を正確に模擬出来
る力学モデルを構築することは、ダンパを設置した建物の耐震性能を適正に評価する上で
極めて重要である。 
これまでにも、各種のパッシブダンパを設置した木造軸組の力学モデルに関する研究が
行われている。例えば篠原ら 30）は抵抗力が速度にバイリニア的に比例するオイルダンパを
層間型に設置した軸組について、ダンパの支持材の非線形性を考慮した検討を行っている。
坂田ら 6）や笠井ら 7）は、粘弾性ダンパ、鋼材ダンパおよび摩擦ダンパをシアリンク型に設
置した軸組の動的挙動について詳細に検討している。佐藤ら 31）は、粘弾性ダンパを用いた
筋かい型の軸組について繰り返し加振によるダンパの温度上昇を詳細に考慮した解析モデ
ルを提案している。また、大木ら 5）は粘弾性ダンパを方杖型に設置した軸組について骨組
モデルを用いて実験結果を再現している。 
 しかし、方杖に設置したダンパの変形挙動や、ダンパの抵抗力による軸組材の変形の影
響を詳細に考慮した力学モデルの検討はいまだ十分には行われていないため、本章におい
て検討することとする。 
4.2 節では、Type_B のダンパ単体に対して振動数および振幅をパラメータとした正弦波に
よる動的載荷実験を行い、ダンパの詳細な力学性能を把握する。その上で、非線形 Maxwell
モデルを用いてダンパの力学モデル作成し、実験結果との比較より力学モデルの妥当性を
確認する。4.3 節では、軸組の仕口部に方杖型にダンパを設置する場合のダンパの変形挙動
をモデル化するため、仕口の回転角とダンパのピストン変位の関係を定式化する。4.4 節で
は、4.2 節で構築したダンパの力学モデルと、4.3 節で定式化した仕口の回転角とダンパの
ピストン変位の関係を用いて、ダンパを方杖型に設置した木造軸組の力学モデルを構築す
る。また、木造軸組の動的載荷実験より得た結果と比較し、提案する力学モデルの精度を
検証する。4.5 節では、3 章の振動台加振実験で使用した試験体に対して、本章で提案する
モデル化手法を用いて力学モデルを作成する。作成した力学モデルを用いて時刻歴応答解
析を行い、振動台実験の結果と解析結果とを比較検討し、本章で提案する力学モデルの構
築手法が妥当であることを示す。 
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4.2 ダンパ単体の力学モデル 
 
4.2.1 正弦波によるダンパの動的載荷実験の概要と結果 
 
 圧効きオイルダンパ単体の動力学特性を把握し、その力学モデルを作成するため、ダン
パの動的載荷実験を行った。なお、実験に使用した圧効きオイルダンパはType_Bであるが、
4.4 節に示す実験においてダンパを水平状態で使用するため、図 2-11、2-12 に示したダンパ
に対してシリンダ内にリザーバを挿入しアキュムレータとしている。載荷装置全体を図 4-1
に示す。載荷には30kN級の動的アクチュエータを使用した。試験体であるダンパの両端は、
それぞれアクチュエータの先端の荷重計と反力板に対してピン接合となるように設置して
いる。実験では、ダンパの抵抗力、ピストン変位、シリンダ温度、シリンダひずみを計測
した。シリンダ温度は、載荷開始時のダンパ温度を一定にするために計測した。また、ダ
ンパの抵抗力とシリンダひずみの関係を定量化するために、シリンダの両側面にひずみゲ
ージを貼付した。ひずみと抵抗力の関係は、4.4 節でのダンパを設置した軸組の載荷実験に
おいてダンパの抵抗力を算出するために使用した。載荷は、入力する正弦波変位の振動数
と振幅をパラメータとして行った。入力した正弦波変位の一覧を表 4-1 に示す。載荷の繰り
返し回数は各振幅とも 5 サイクルとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-1 載荷装置全体 
表 4-1 入力する正弦波変位の一覧 
荷重計（30kN） 
反力板 
変位計（50mm） 
圧効きオイルダンパ 
ひずみゲージ×2 
温度ゲージ 
アクチュエータ 
（カヤバ工業 HTM30-200-07） 
±1mm ±3mm ±5mm ±10mm ±15mm ±20mm ±25mm
0.5Hz ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1.0Hz ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2.0Hz ○ ○ ○ ○ - - -
3.0Hz ○ ○ ○ - - - -
振動数 変位
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図 4-2 は、実験で得た 3 サイクル目の荷重変形履歴を、振動数ごとに異なる振幅の結果を
重ねて示す。何れの振動数での載荷においても、設計意図通り圧縮時にのみ抵抗力を発揮
していること、13kN 以上ではリリーフ機構が作動し抵抗力の増加が小さくなっていること
を確認できる。また、小振幅時には楕円形の履歴を描いていることから、シール部におけ
る褶動抵抗は粘性抵抗力に比して極めて小さいと判断出来る。図 4-3 のプロットは、各載荷
でのピストンの最大速度と抵抗力の関係を示す。リリーフ機構が作動する速度は約 30mm/s
である。なお本ダンパは、リリーフ速度以下では小径のオリフィスをオイルが通過するた
め、抵抗力は速度の 2 次関数の傾向を示し、リリーフ速度以上ではリリーフバルブにより
抵抗力の増加に伴ってオイルの流路面積が増大するため、抵抗力は速度の 1 次関数の傾向
を示す 32）。 
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図 4-3 ピストン速度と抵抗力の関係 
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4.2.2 力学モデルの構築と精度検証 
 
 ダンパの抵抗力とピストン速度の関係は非線形となるので、図 4-4 に示す非線形 Maxwell
モデルをダンパ単体の力学モデルとして用いる。kD は封入されているオイルの圧縮剛性を
表すバネで kD =15.29kN/mm とした。非線形ダッシュポットの速度と荷重の関係は式（4-1）
とした。vd はダッシュポット部分の速度を表す。なお式（4-1）の各係数は、本ダンパの場
合 kDの値が大きいためダッシュポッド部分の速度 vdをダンパのピストン速度で近似できる
と仮定し、図 4-3 のリリーフ前後のデータにそれぞれ最小二乗法を適用して求めた。図 4-3
中の実線は式（4-1）の関係である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 前節の実験で計測したダンパのピストン変位を力学モデルに入力して得た荷重変形関係
を図 4-5 に示す。非線形 Maxwell モデルの微分方程式の数値計算法には、石田らが提案して
いる方法 33）を用いた。解析結果を実線、実験結果を破線で示しているが、両者が概ね一致
することを確認出来る。また、定量的な評価として履歴吸収エネルギーの実験値に対する
解析値の比を図 4-6 に示すが、何れの場合も 1.0 付近の値であり力学モデルの妥当性を確認
できる。 
 
図 4-4 非線形 Maxwell モデル
kD 非線形ダッシュポット 
ddd vvF 1182.00108.0
2   21.290  dv
018.120223.0  dd vF  21.29dv
・・・式(4-1) 
0dF  0dv
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4.3 方杖型に設置したダンパの挙動とモデル化 
 
 ダンパを設置した軸組の力学モデルについて検討する前に、まずダンパを設置した仕口
に回転変形が生じる時のダンパの変形挙動を把握する。図 4-7 は、ダンパを方杖型に設置し
た仕口の様子を示す。ここで、柱材は横架材の上でロッキングすると仮定すれば、図中の
矢印側に柱が回転する場合は柱の回転支点は点 A となり、反対方向に回転する場合の支点
は点 A’となる。なお、仕口にホールダウン金物が設置される場合、金物の形状や耐力によ
っては上記の仮定が成立しないこともあるが、大地震時には金物の塑性化や接合部が緩む
ことにより仮定する状態に近づくと考えて以下の検討を行う。図 4-7 を簡略して示したのが
図 4-8 である。図 4-8 において A は柱の回転支点、B,C はダンパ端部のピン接合部の中心点
であり、各辺の長さは AB=c, BC=a, CA=b とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-9 に示すように、仕口に回転変形 θ が生じたときのダンパのピストン変位を δとする
と、θ が十分に小さい場合には δ は幾何学的な関係より式（4-2）で近似できる。なお、建
物の変形としては極めて大きい θ=1/10 においても sinθ≒θ は成り立つため、式（4-2）は十
分に良い近似となる。 
図 4-7 ダンパを設置した仕口 図 4-8 簡略化図 
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ここで、 
 
 
 
 を式（4-2）に代入すれば、 
 
 
 
 
 
 
 
 
となり、ダンパ変形と柱回転角の関係として式（4-3）が得られる。
BB cc  sinsinsin  ・・・式(4-2) 
BB  2cos1sin  ac
bca
B 2
cos
222 , 
2222
2
1 


 
ac
bcac
   
a
bcaac
2
2 22222 
 ・・・式(4-3) 
図 4-9 仕口に回転変形が生じた場合 
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 上述のように、柱材が横架材の上を理想的にロッキングする場合には、柱材の断面寸法
が 105×105mm であれば、図 4-7 において点 A が回転支点のとき b=c=264mm で δ／
θ=198mm/rad、点 A’が支点のとき b=369mm 、c=290mm で δ／θ=272mm/rad となる。しかし
実際には、横架材への柱材のめり込みの影響により、回転支点は柱の部材軸線側に寄ると
考えられる。よってここでは、図 4-7 の点 A と点 A’が回転支点となる場合と、回転支点が
常に柱の部材軸線上の点 A’’となる場合についてダンパの挙動をシミュレーションにより検
討し、結果的にどちらの場合を仮定してもダンパの発揮する抵抗力および吸収エネルギー
に差がないことを示す。なお、点 A’’を支点とした場合、b=316mm、c=272mm で δ／
θ=234mm/rad となる。シミュレーションは、振動数が 1.0, 2.0, 3.0Hz で回転角が 1/120, 1/60, 
1/30, 1/15rad となる正弦波変形を仕口に与えたときのダンパのピストン変位を、4.2 節で作
成したダンパの力学モデルに入力することで行った。 
 点 A および点 A’を回転支点とするモデルを詳細モデル、常に点 A’’を回転支点とするモデ
ルを簡易モデルとして、各入力で得たダンパの最大抵抗力の詳細モデルに対する簡易モデ
ルの比を図 4-10 に、同様に履歴吸収エネルギーの比を図 4-11 に示す。与える変形が小変形
かつ低振動数の場合には、簡易モデルにおいて最大抵抗力が若干低くなっているが、ダン
パの抵抗力が大きくなる範囲ではモデルによる差は小さい。また履歴吸収エネルギーにつ
いては、与える変形によらずモデルによる差はほとんど無い。なお、柱の幅を 120mm とし
た場合についても検討を行い同様の結果を得ている。以上の結果より、図 4-7 に示すように
方杖型に設置したダンパの発揮する最大抵抗力および履歴吸収エネルギーは、柱の回転支
点の位置に関わらず同程度の値になることを確認した。 
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図 4-10 最大抵抗力の簡易モデルと詳細モデルの比 
図 4-11 履歴吸収エネルギーの簡易モデルと詳細モデルの比 
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4.4 ダンパを設置した軸組の力学モデル 
 
4.4.1 モデル化の対象とする軸組の概要 
 
 本節では、4.2 節で作成したダンパの力学モデルと、4.3 節で示した仕口の回転角とダン
パのピストン変位の関係の簡易モデルを用いて、ダンパを設置した木造軸組の力学モデル
を構築する。モデル化の対象とする軸組の仕様を図 4-12 に示す。柱と土台、梁から成る 1
層 1 間幅の門型軸組の 4 箇所の仕口にダンパを設置しており、軸組の層間変形に対して圧
縮されるダンパと引っ張られるダンパが共に 2 基となるように配置している。図 4-12（b）
は仕口の仕様詳細である。柱と横架材の接合部には、ダンパの抵抗力によるほぞの引き抜
けを防止するため 10kN 用の接合金物を使用している。 
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4.4.2 実大軸組の動的載荷実験 
 
a 実験の概要 
 
 試験体を設置した載荷装置全体を図 4-13 に示す。試験体の土台はアクチュエータに接合
された載荷梁に M16 のアンカーボルト 3 本により緊結した。試験体の梁は、反力フレーム
にピン接合された冶具に対して梁中央部にてピン接合した。冶具の端部には、試験体の水
平抵抗力を計測するために荷重計を設置している。梁の上部の反力フレームには、鉛直荷
重支持梁を介して試験体の柱頭で軸力を導入するために油圧ジャッキを設置している。な
お、アクチュエータと載荷梁との間に増幅機構を設置することで載荷梁の可動範囲を±
200mm に拡大しており、その結果載荷梁の最大速度は 0.6m/s となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4-13 載荷装置全体 
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 試験体への面内水平載荷は、図 4-14 のような漸増・漸減域を含む正弦波変位をアクチュ
エータにより強制的に与えることで行った。繰り返し回数は、漸増域、定常域、漸減域で
すべて 3 サイクルずつとした。入力する正弦波変位の振動数と振幅の組み合わせは表 4-2 に
示す通りとし、小変形、低振動数から順に載荷した。またランダム振動に対する挙動も確
認するため、1/30rad では図 4-15 に示す波形による載荷も行った。この波形は、木造住宅を
想定した 1 質点せん断モデルに兵庫県南部地震（1995）での神戸海洋気象台観測波の南北
成分の加速度記録を入力して得た応答変位波形を規準化した波形である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
変
形
時間
漸増域 
（3 サイクル） 
定常域（3 サイクル） 漸減域 
（3 サイクル） 
図 4-14 正弦波変形の時刻歴 
表 4-2 入力した正弦波変位の一覧 
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図 4-15 ランダム波形 
±1/120rad ±1/60rad ±1/30rad ±1/15rad
0.5Hz ○ ○ ○ ○
1.0Hz ○ ○ ○ -
2.0Hz ○ ○ - -
3.0Hz ○ - - -
振動数 層間変形角
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 なお、水平載荷は、油圧ジャッキにより試験体の各柱にそれぞれ 5kN の鉛直圧縮軸力を
載荷した状態で行った。計測項目は、層間変位、水平載荷荷重、鉛直載荷荷重、仕口の回
転角、ダンパのピストン変位、ダンパのシリンダ温度、ダンパのシリンダひずみとした。
ダンパの抵抗力は 4.2.1 項で述べた通りダンパのシリンダひずみより計算した（附録参照）。
実験は、図 4-12 の軸組に対する載荷に加え、柱と横架材の接合部に設置した 10kN 用接合
金物が仕口の回転変形を拘束する影響について検討する目的で、ダンパを設置しない試験
体についても同様の載荷を実施した。計測器の設置位置を図 4-16 と図 4-17 に、使用した計
測器の一覧を表 4-3 に示す。図 4-15 と図 4-16 に記入している記号は、表 4-3 に示す記号と
対応している。 
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図 4-16 計測器の設置位置 
図 4-17 ひずみゲージの貼付位置 
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CH 計測項目 記号 計測器 CH 計測項目 記号 計測器 
1 載荷梁変位 disp_1 SDP-200(東京測器研究所) 18 ダンパ変位 disp_16 DLT-20AS(共和電業) 
2 載荷荷重 load_1 TCLM-50KNB(東京測器研究所) 19 ダンパ変位 disp_17 DLT-20AS(共和電業) 
3 軸力荷重 load_2 CLC-20A(東京測器研究所) 20 ダンパ変位 disp_18 DLT-20AS(共和電業) 
4 上梁変位 disp_2 CDP-100(東京測器研究所) 21 木ひずみ str_1 PL-60（東京測器研究所） 
5 仕口回転 disp_3 CDP-50(東京測器研究所) 22 木ひずみ str_2 PL-60（東京測器研究所） 
6 disp_4 CDP-50(東京測器研究所) 23 木ひずみ str_3 PL-60（東京測器研究所） 
7 仕口回転 disp_5 CDP-50(東京測器研究所) 24 木ひずみ str_4 PL-60（東京測器研究所） 
8 disp_6 CDP-50(東京測器研究所) 25 上梁ひずみ str_5 PL-60（東京測器研究所） 
9 仕口回転 disp_7 CDP-50(東京測器研究所) 26 ダンパひずみ str_6 FLA-5-11（東京測器研究所）
10 disp_8 CDP-50(東京測器研究所) 27 str_7 FLA-5-11（東京測器研究所）
11 仕口回転 disp_9 CDP-50(東京測器研究所) 28 ダンパひずみ str_8 FLA-5-11（東京測器研究所）
12 disp_10 CDP-50(東京測器研究所) 29 str_9 FLA-5-11（東京測器研究所）
13 架構回転 disp_11 DP-500(東京測器研究所) 30 ダンパひずみ str_10 FLA-5-11（東京測器研究所）
14 架構回転 disp_12 DP-500(東京測器研究所) 31 str_11 FLA-5-11（東京測器研究所）
15 柱間変位 disp_13 DP-500(東京測器研究所) 32 ダンパひずみ str_12 FLA-5-11（東京測器研究所）
16 土台滑り disp_14 CDP-10(東京測器研究所) 33 str_13 FLA-5-11（東京測器研究所）
17 ダンパ変位 disp_15 DLT-20AS(共和電業) 34 ダンパ温度 tmp TFL-8（東京測器研究所） 
 
表 4-3 使用した計測器の一覧 
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b 実験結果と考察 
 
(ⅰ) 仕口の回転挙動とダンパの変形挙動 
 
 ダンパを設置しない試験体につき、図 4-12 中の破線円で示した仕口 A と仕口 B について
層間変形角と仕口回転角の関係の実験結果を表したのが図 4-18 である。なお、変形角の極
性は軸組試験体が右に変形する場合を正としている。仕口 A、B とも、10kN 用接合金物に
引張力が生じる方向の回転では、仕口回転角が層間変形角に対して若干小さい。これは、
10kN 用接合金物により接合部の回転剛性が高くなったことによると考えられるが、層間変
形角と仕口回転角の関係は概ね線形であり、最小二乗法により求めた線形近似直線の傾き
は仕口 A、B とも約 0.95 であることより、10kN 用接合金物が、4.3 節で検討した仕口の回
転とダンパの変形挙動との関係に及ぼす影響は小さいと判断した。図 4-19 のプロットは、
ダンパを設置した試験体の載荷結果より得た仕口 A における仕口回転角とダンパのピスト
ン変位の関係を示す。図中の直線は、4.3 節での詳細モデルにおける式（4-3）による両者の
関係であるが、実験結果と良く対応しており、4.3 節で仮定したダンパの挙動が実現象を正
確に模擬出来ていることを確認した。なお、仕口 B においても同様の結果を確認している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-18 層間変形角と仕口回転角の関係（ダンパなし） 
図 4-19 仕口回転角とピストン変位の関係（ダンパ付き） 
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(ⅱ) 荷重変形履歴 
 
 ダンパを設置した試験体の実験で得た荷重変形履歴の一例として、（1/120rad, 3.0Hz）、
（1/60rad, 2.0Hz）、（1/30rad,1.0Hz）、（1/30rad,ランダム波）、（1/15rad, 0.5Hz）の組み合わせに
対する結果を図 4-20～図 4-24 にそれぞれ示す。各図に示す（a）、（b）、（c）のそれぞれの図
は、横軸を層間変形角、縦軸を（a）は軸組全体の頂部水平抵抗力、（b）は軸組のみの頂部
水平抵抗力、（c）はダンパによる頂部水平抵抗力として描いている。ここで、ダンパによる
頂部水平抵抗力は、ダンパの軸方向の抵抗力に式（4-4）で定義する β の値を乗じることで
略算的に求めた値であり、軸組のみの水平抵抗力は、全体の水平抵抗力からダンパによる
水平抵抗力を減じた値である。式（4-4）の h と l は、図 4-12（a）に示す各部の寸法で、h
は軸組の内法高さ、l は土台上面あるいは梁下面からダンパ取付け用金具の中心までの距離
である。 
 
 
 
 
各図の図（d）には、図 4-12 に示す仕口 A と仕口 B に設置した 2 基のダンパについて、
層間変形角とダンパによる頂部水平抵抗力の関係を示す。 
 何れの載荷においても、ダンパが安定した履歴を描くこと、設置したダンパにより履歴
吸収エネルギーが大幅に増大することを確認できる。なお、図（c）に示すダンパの履歴が
正の剛性を有するのは、ダンパを設置した柱材が曲げ変形するためである。 
 
 
 
 
 
 
 
h
l
2
 ・・・式(4-4) 
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図 4-20 荷重変形履歴（1/120rad_3.0Hz） 
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図 4-21 荷重変形履歴（1/60rad_2.0Hz） 
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図 4-22 荷重変形履歴（1/30rad_1.0Hz） 
‐4
‐2
0
2
4
-0.08 -0.04 0 0.04 0.08
抵
抗
力
[k
N
]
層間変形角[rad]
‐4
‐2
0
2
4
-0.08 -0.04 0 0.04 0.08
抵
抗
力
[k
N
]
層間変形角[rad]
（a）全体 
（b）軸組 
（c）ダンパ 
（d）ダンパ単体（2基分） 
第 4 章 圧効きオイルダンパを設置した木造軸組の力学モデルの構築 
83 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
‐4
‐2
0
2
4
-0.08 -0.04 0 0.04 0.08
抵
抗
力
[k
N
]
層間変形角[rad]
‐4
‐2
0
2
4
-0.08 -0.04 0 0.04 0.08
抵
抗
力
[k
N
]
層間変形角[rad]
図 4-23 荷重変形履歴（1/30rad_ランダム波） 
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図 4-24 荷重変形履歴（1/15rad_0.5Hz） 
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 図（d）に示す 2 基のダンパの履歴は、図 4-25（a）に示す模式図の通り正の抵抗力の履
歴と負の抵抗力の履歴とにずれが生じており、一般的な両効きのオイルダンパが描く図 4-25
（b）のような履歴とは若干異なる。図4-25中に示すように最大層間変形をdmaxとした場合、
仕口 A に設置したダンパに着目すると、-dmaxにおいてはダンパが引張状態にあるため抵抗
力はゼロである（①点）。一方、dmax においては、図 4-26 に示すように柱の曲げ変形の影響
により層間速度とダンパの抵抗力との間に位相差が生じているため、抵抗力はゼロとはな
らず正の抵抗力を示す（②点）。同様の理由で、仕口 B に設置したダンパは dmax において抵
抗力ゼロ（①’点）、-dmaxにおいて負の抵抗力を示すため（②’点）、結果的に 2 基のダンパの
履歴は左右にずれたように描かれる。 
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4.4.3 力学モデルの構築 
 
 図 4-25（a）に示したような履歴特性のずれを正確に模擬するためには、仕口 A に設置さ
れたダンパと仕口 B に設置されたダンパを別の要素として力学モデルに組み込めばよい。
図 4-27 は、圧効きオイルダンパを設置した軸組のせん断系の力学モデルを示す。ダンパは、
互いに逆方向の変形に対して抵抗力を発揮する 2 つの非線形 Maxwell モデルにより模擬し
た。KFは軸組の水平剛性を表すバネ、KBはダンパの抵抗力による軸組材の曲げ変形を表す
バネである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4-28（a）には、図 4-4 の力学モデル内の非線形ダッシュポット単体の速度荷重関係を、
（b）には図 4-27 の軸組全体を表すせん断系モデルに含まれる非線形ダッシュポットの速度
荷重関係を示す。ここで、（a）と（b）に示す速度荷重関係式の各係数の関係を求めるため
に、図 4-29 に示す 2 つの架構について考える。架構 1 は図 4-28 の（a）の非線形ダッシュ
ポットを含む架構、架構 2 は（b）の非線形ダッシュポットを含む架構である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-27 ダンパを設置した軸組の力学モデル 
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図 4-28 非線形ダッシュポットの速度荷重関係 
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架構 1 と架構 2 について、両架構の頂部水平抵抗力 F は等しくならなければならないの
で下の等式が成り立つ。なお、v と V は、それぞれ架構 1 と架構 2 の非線形ダッシュポット
の速度を表す。 
 
 
 
 
 
 
 また、ダンパオイルの圧縮剛性を表す kDと KDについては、図 429 中のダッシュポットを
剛性 kDおよび KDのバネに置き換えて同様に考えれば、 
 
 
 
ここで、x は剛性 kDのバネの変形、X は剛性 KDのバネの変形である。式（4-5）～（4-7）
から下の式（4-8）～（4-12）が得られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-29 非線形ダッシュポットを含む架構 
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 ここで、x／X および v／V は、式（4-3）を用いて式（4-13）で表せる。 
 
 
 
 
よって、せん断系の力学モデルにおける非線形ダッシュポットの速度荷重関係式の各係
数は、ダンパ単体の力学モデルにおける非線形ダッシュポットの速度荷重関係式の各係数
を用いて下式のように表せる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 次に、図 4-27 の力学モデルに含まれるバネ KBの剛性は、図 4-30 に示すように、圧縮さ
れるダンパを剛な方杖とした場合の軸組モデルの層剛性 F／d と等しい値とした。柱と横架
材の接合条件はピン接合として層剛性を計算した。なお、4.4 節の実験において土台は全長
にわたって載荷梁に接しているため、解析において土台は剛体とした。また、各部材のヤ
ング率は、軸組試験体から採取した木材の材料試験より算出した値を使用した。解析より
得られた値は、KB =0.0287kN/mm となった。なお、ダンパを柱頭部にのみ設置する場合と柱
脚部にのみ設置する場合とでは、横架材の変形の影響により KBの値は異なるが、今回の軸
組の場合その差は 8%と小さいため、ここでは上記の方法により求めた KBの値を用いた。 
h
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図 4-27 中の KFは、ダンパを設置しない試験体の荷重変形履歴より拡張 NCL モデル 34）
を用いてモデル化出来る。図 4-31 には、実験結果と力学モデルの荷重変形履歴の比較を示
すが、両者がよく一致することを確認できる。なお、拡張 NCL モデルのモデル化精度につ
いては別報 33）にて報告しているため、次節では剛性 KBのバネと非線形 Maxwell モデルの
直列結合で表される部分の力学モデルについて精度検証を行う。 
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図 4-31 KFの荷重変形履歴の比較 
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図 4-30 KB算出用の解析モデル 
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4.4.4 実験結果との比較による力学モデルの精度検証 
 
 前項で構築した力学モデルを用いて、4.4 節の実験で計測した層間変位を入力変位として
解析し、力学モデルの精度検証を行った。解析に用いた入力データのサンプリング時間は
0.005s であり、解析の刻み時間も 0.005s とした。図 4-32～図 4-35 には、それぞれの載荷に
おける層間変形角とダンパによる頂部水平抵抗力の関係を、実験結果と解析結果で重ねて
示している。何れの載荷においても、両者がよく一致することを確認できる。図 4-36 には、
正弦波による載荷の定常域の 2 サイクル目での履歴吸収エネルギーについて、実験値に対
する解析値の比を示す。小変形角では載荷振動数により若干の精度の差が見られるものの、
平均的には実験値に対する解析値の比は 1.0 付近の値となっており、様々な振動数成分を含
む強い地震時応答を対象とする場合には影響のない精度であると判断できる。図 4-37 は、
1/30rad のランダム載荷での履歴吸収エネルギーの時刻歴を示すが、解析結果と実験結果は
概ね一致しており、これらの結果より力学モデルの妥当性を確認できる。 
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 次に、図 4-27 のように正の層間速度に対して抵抗力を発揮するダンパと負の層間速度に
対して抵抗力を発揮するダンパを個別の要素としてモデル化することの必要性を検討する
ため、左右あるいは上下対称に設置された 2 基の圧効きダンパを 1 基の両効きダンパと考
えた簡易な力学モデル（以下、両効きモデル）についてその評価精度を検討する。両効き
モデルの構成を図 4-38（a）に示す。非線形ダッシュポットの速度荷重関係は図 4-38（b）
に示す通りとした。 
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図 4-36 履歴吸収エネルギーの実験値に対する解析値の比 
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 図 4-39 には、図 4-36 と同様に、正弦波載荷での履歴吸収エネルギーの実験値に対する解
析値の比を示す。図 4-40 は横軸を履歴吸収エネルギーの実験値、縦軸を解析値として示し
ている。図 4-39 より、振動数 0.5Hz の載荷に対する両効きモデルの精度は図 4-27 の力学モ
デルと同等であるが、載荷振動数が増加するに従い両効きモデルの精度が低下し、ダンパ
による吸収エネルギーを過小評価していることを確認できる。これは、振動数が増加する
に従い非線形 Maxwell モデルの等価剛性が大きくなり、結果的に図 4-25（a）に示した 2 基
のダンパの履歴のずれが大きくなるためである。しかし、図 4-40 に示す通り、両効きモデ
ルの評価誤差が大きくなる小振幅・高振動数の載荷におけるダンパの吸収エネルギーは、
大振幅・低振動数の載荷の場合と比較して極めて小さい。木造住宅の一般的な振動特性と
して、層間変形が小さい領域では振動数は高いが、層間変形が大きい領域では耐力要素の
塑性化の進行に伴い振動数が低下すること、また、両効きモデルによる解析値は実験結果
に対して安全側の評価となることを考慮すれば、層間変形が大きくなる強い地震動に対す
る応答を評価する場合には、両効きモデルを用いることも可能である。 
図 4-38 両効きモデルの構成と非線形ダッシュポットの特性 
（b）非線形ダッシュポットの速度荷重関係（せん断系） 
（a）両効きモデルの構成 
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4.5 時刻歴地震応答解析による力学モデルの妥当性の検証 
 
4.5.1 解析に用いる力学モデル 
 
 本節では、第 3 章の振動台加振実験で使用した試験体に対して、本章で提案するモデル
化手法を用いて力学モデルを作成し、その時刻歴応答解析を行うことで提案するモデル化
手法の妥当性を検証する。図 3-11 に示した試験体を、せん断 1 質点系と考えて解析モデル
を作成する。復元力特性は、別途実施した半間の合板壁に対する載荷実験の結果を用いて、
拡張 NCL モデルによりモデル化した 33)。各層間変形角における拡張 NCL モデルのパラメ
ータの値を表 4-4 に示す。 
 
 
層間変形角[rad] A B n1 n2 抵抗力[kN] 
1/450 0.14 0.5 1 2 6.2 
1/180 0.15 0.6 1.2 6 9.2 
1/90 0.16 0.71 1.6 6.6 12.2 
1/45 0.17 0.73 2.3 7.3 15.6 
1/30 0.17 0.75 3 8 15.8 
1/22.5 0.17 0.77 3.7 8.7 12.4 
 
構造本体の減衰マトリックスは、層間変形角 1/120rad での等価剛性に対して粘性減衰定
数が 3%となるように作成した。数値積分は Newmark の β法（β=0.25）により行い、解析の
刻み時間は 0.0005s とした。振動台加振実験で使用した Type_A のダンパは、対称に設置し
た 2 基を 1 組として図 4-41 に示すように 3 段階の減衰係数を有する非線形ダッシュポット
としてモデル化した。図中に示す数値は、各速度領域での減衰係数 c1、c2、c3（単位：kN・
s/mm）とリリーフ速度、リリーフ荷重である。図 4-42 には、ダンパ 1 組の荷重変形履歴（正
荷重のみ表示）について、実験結果と力学モデルによる解析結果の比較を示すが、両者は
精度よく対応することを確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4-41 オイルダンパ１組の荷重速度関係 
表 4-4 拡張 NCL モデルのパラメータ 
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 図 4-43 には、試験体全体の力学モデルの構成を示す。M は耐震要素の負担する総質量、
KFは合板壁の復元力特性を表す拡張 NCL モデルの剛性、C は構造本体の粘性減衰係数であ
る。ダンパのモデルには図 4-38 に示した両効きモデルを用いた。KBは軸組材の曲げ変形を
表すバネ、KDはダンパオイルの圧縮剛性を表すバネである。KBは、図 4-44 に示すように、
圧縮されるダンパを剛な部材とした場合の層間の剛性F／dと等しい値とした。表4-5には、
式（4-14）～（4-20）により算出した、せん断系の力学モデルのパラメータの値を示す。な
お、本試験体では、式（4-19）で定義した αと式（4-20）で定義した βは、それぞれ α=0.082、
β=0.068 となった。 
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図 4-42 荷重変形履歴の比較 
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第1減衰係数 C1 11.16 kN・s/m 
第2減衰係数 C2 9.22 kN・s/m 
第3減衰係数 C3 3.11kN・s/m 
第1降伏荷重 Q1 4.10 kN 
第2降伏荷重 Q2 7.67 kN 
KB 1269 kN/m 
 
 
4.5.2 解析結果と考察 
 
 表 3-4 に示したダンパを設置した試験体への加振の中で、d2、d4、d6、d8 の加振時に振
動台上で計測した加速度記録を一連の入力加速度として、図 4-43 に示す力学モデルを用い
て時刻歴応答解析をした結果を以下に示す。図 4-45 は架構全体の荷重変形履歴について、
図 4-46 は累積吸収エネルギーの時刻歴について実験結果と解析結果を並べて示す。何れの
入力においても、両者が概ね一致することより、本章で提案した手法により構築した力学
モデルが妥当であることを確認できる。 
 
 
 
KF 
KB 
KD C 
M 
図 4-43 架構全体の力学モデル 図 4-44 KB算出用の解析モデル 
表 4-5 せん断モデルのパラメータ 
F 
d 
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図 4-45 荷重変形履歴の実験結果と解析結果の比較 
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4.6 まとめ 
 
 本章では、圧効きオイルダンパを方杖型に設置した木造軸組を対象に、動力学特性を正
確に模擬出来るせん断系の力学モデルの構築手法を示した。 
4.2 節では、Type_B の圧効きオイルダンパ単体の動的載荷実験より、ピストン速度と抵抗
力の関係は、リリーフ速度以下では 2 次関数的、リリーフ速度以上では 1 次関数的な傾向
を示すことを確認した。また、その力学特性は非線形 Maxwell モデルにより精度良く模擬
出来ることを示した。 
4.3 節では、軸組の仕口に方杖型に設置したダンパの変形挙動を定式化し、実験結果との
比較によりその妥当性を確認した。また、仕口回転角とダンパのピストン変位の関係の簡
易モデルを提案し、詳細モデルと比較して十分な近似の得られることをシミュレーション
により確認した。 
4.4 節では、ダンパを設置した軸組の動的載荷実験により、ダンパによる効果として軸組
全体の履歴吸収エネルギーが大幅に増加することを確認するとともに、ダンパを設置した
軸組の力学モデルは、互いに逆方向の層間速度に対して抵抗力を発揮する非線形 Maxwell
モデルを組み込むことで、実験結果を高い精度で模擬できることを確認した。また、2 基の
圧効きオイルダンパを 1 基の両効きオイルダンパとしてモデル化した両効きモデルでは、
高振動数の振動において履歴吸収エネルギーを過小評価する傾向があることを確認した。
ただし、層間変形が大きくなる強い地震動に対する応答を評価する場合には、両効きモデ
ルを用いることも可能であることを示した。 
 4.5 節では、本章で示した力学モデルの構築手法を用いて第 3 章の振動台加振実験の試験
体の力学モデルを作成した。作成した力学モデルに対して、振動台加振実験で使用した地
震動による時刻歴応答解析を行った結果、解析結果と実験結果が概ね一致することを確認
し、本章で提案した力学モデルの構築手法が妥当であることを示した。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５章 
 
結論 
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 本研究では、既存および新築の木造住宅の耐震性能を向上させるためのパッシブ制振構
造を開発し、実用化に向けてその有効性を実験的に実証すること、また提案する構造シス
テムの力学特性を正確に模擬できる力学モデルを構築することを目的として検討を進めた。
以下に、各章での検討から得た知見を要約して記す。 
 
 第 2 章では、初めに、木質構造に適するようにスマート化を図ったパッシブダンパとし
て圧効きオイルダンパを設計製作し、正弦波による動的加振実験を行った。ダンパは、小
型で建物への取り付け箇所の自由度が高い Type_A と、Type_A と比較してややサイズが大
きいが低レベルの外乱から高い抵抗力を発揮する Type_B の 2 種類を製作し、実験結果より
両ダンパとも設計意図通りの性能を示すことを確認した。また、同じ仕様の 4 基のダンパ
について同様の実験を実施し、履歴吸収エネルギーの累積値から変動係数を評価した結果、
ダンパの個体間の性能のばらつきは、木材の材料強度のばらつきや木造耐力壁の耐力のば
らつきと比較して極めて小さいことを示した。 
 また、ダンパの取り付け金具と軸組部材との接合部に対して実施した静的載荷実験では、
ダンパの最大抵抗力による載荷に対して接合部はほとんど変形せず、ダンパの最大抵抗力
の 1.5 倍程度に相当する荷重による載荷に対しても、接合部の性能として問題となるような
損傷は生じないことを確認した。さらに、ダンパによる動的載荷実験の結果からは、動的
な載荷に対しても接合部が安定した性能を有することを確認し、提案する接合部がダンパ
の抵抗力に対して十分な強度と剛性を有していることを示した。 
 
第 3 章では、実大の木造軸組を用いた加振実験により、圧効きオイルダンパを設置した
木造軸組の基本的な動力学特性と地震動入力に対する応答低減効果を確認した。 
平面木造軸組に対して実施した慣性力による加振実験の結果からは、極めて強い共振加
振に対しても、軸組全体に入力されるエネルギーの 50～60%を圧効きオイルダンパが吸収
することで、構造躯体の損傷の進行を抑制できることを示した。 
実大木造軸組に対する振動台実験では、地震動のような非定常性の強い外乱に対しても
ダンパによる変位応答低減効果が高いことを確認した。また、1/600rad の等価剛性に対して
6%程度の減衰定数をダンパにより付加することで、レベル 2 クラスの地震動が連続して入
力された場合でも、地震動による入力エネルギーの 50%程度をダンパが吸収することによ
り、倒壊を免れ得ることを示した。 
 
第 4 章では、初めに Type_B の圧効きオイルダンパ単体の動的載荷実験を行い、その力学
特性が非線形 Maxwell モデルにより精度良く模擬出来ることを示した。次に、軸組の仕口
部に方杖型に設置したダンパの変形挙動をモデル化するため、仕口の回転角とダンパのピ
ストン変位の関係を定式化し、実験結果との比較によりその妥当性を確認した。また、圧
効きオイルダンパを設置した軸組の挙動は、互いに逆方向の層間速度に対して抵抗力を発
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揮する非線形 Maxwell モデルで構成した力学モデルにより、高い精度で模擬できることを
確認した。さらに、簡易的な方法として 2 基の圧効きダンパを 1 基の両効きダンパとして
モデル化した場合には、高振動数の振動において履歴吸収エネルギーを過小評価する傾向
があるものの、層間変形が大きくなる強い地震動に対する応答を評価する場合には十分に
高い精度を有することを示した。最後に、本章で示した力学モデルの構築手法により第 3
章の振動台加振実験の試験体の力学モデルを作成しその時刻歴応答解析を行った結果、解
析結果と実験結果が概ね一致することから、提案した力学モデルの構築手法の妥当性を示
した。 
 
 以上より、本研究においては、まず木質構造に適したパッシブ制振部材として圧効きオ
イルダンパを開発し、これを実用化した構造システムを提案した。次いで、主に木造住宅
を対象に実験的にその有効性を実証し、同時に提案する構造システムの力学特性を正確に
模擬できる力学モデルを構築した。本研究の成果は、今後の木造住宅の耐震安全性の向上
に対して極めて有用である。 
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附録 ダンパのシリンダひずみと抵抗力の関係 
 
 附図 1-1 に示すように、ダンパのシリンダの 2 箇所にひずみゲージを貼付した状態でダン
パの動的載荷実験を実施し、シリンダのひずみとダンパの抵抗力の関係を定量化した。附
図 1-2 には Typ_A について、附図 1-3 には Type_B について、実験で得たシリンダひずみと
ダンパ抵抗力の関係を示す。ダンパを軸組に設置した実験では、実験中のシリンダのひず
みを計測することでダンパの抵抗力を算出した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
附図 1-1 シリンダへのひずみゲージの貼付位置 
305
27
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附図 1-2 Type_A のシリンダひずみと抵抗力の関係 
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附図 1-3 Type_B のシリンダひずみと抵抗力の関係 
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